
定時株主総会
招 集 ご 通 知

2023年6月16日（金曜日）午前10時
（午前９時30分受付開始予定）

2023年6月15日（木曜日）
午後6時30分まで

神奈川県横浜市西区みなとみらい
二丁目２番１号
ランドマークプラザ５階
ランドマークホール

議決権行使期限

第61回
証券コード：7419

日時

場所

議決権行使をいただいた株主様には後日、
心ばかりの品をお送りいたします。

株主総会へのご来場につきましては、新型コ
ロナウイルス感染症の感染状況等をご勘案の
うえ、書面又はインターネット等による議決
権のご行使も含めて、ご検討いただきますよ
うお願い申し上げます。
今後の状況により株主総会の運営に大きな変
更が生ずる場合は、当社ウェブサイト
（https://www.nojima.co.jp/）において
お知らせいたします。

第61回定時株主総会招集ご通知
● 事業報告
● 連結計算書類

目 次

株主総会参考書類

事業報告及び連結計算書類については、
電子提供措置により当社ウェブサイト
及び東証ウェブサイトに掲載しております。

パソコン・スマートフォン・ 
タブレット端末からも
ご覧いただけます。
https://s.srdb.jp/7419/
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証券コード 7419
2023年６月１日

（電子提供措置の開始日 2023年５月25日）
株 主 各 位

横 浜 市 西 区 南 幸 一 丁 目 1 番 1 号
JR 横 浜 タ ワ ー 26 階

（登記上の本店所在地：相模原市中央区横山一丁目１番１号）
株 式 会 社 ノ ジ マ
取締役兼代表執行役社長 野 島 廣 司

第61回定時株主総会招集ご通知
拝啓 日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第61回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げま

す。
本定時株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウ

ェブサイトに「第61回定時株主総会招集ご通知」及び「その他の電子提供措置事項（交付
書面省略事項）」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト
https://www.nojima.co.jp/ir/event/meeting/
また、電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブ

サイトにも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
にアクセスし、銘柄名（会社名）又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書
類／ＰＲ情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。
東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
当日ご出席願えない場合は、書面又は電磁的方法（インターネット等）により議決権を行

使することができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご
検討のうえ、2023年６月15日（木曜日）午後６時30分までに議決権を行使してください
ますようお願い申し上げます。
なお、議決権行使をいただいた株主様には後日、心ばかりの品をお送りいたします。
ご自宅からでも株主総会の様子をご覧いただけるよう、株主様には本株主総会の状況につ

いてインターネットにてライブ中継をいたしますので併せてご利用ください。

敬具
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記

１. 日 時 2023年６月16日（金曜日）午前10時（午前９時30分受付開始予定）

２. 場 所 神奈川県横浜市西区みなとみらい二丁目２番１号
ランドマークプラザ５階 ランドマークホール
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 第61期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、計算書類及び

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査委員会の連結計算書類監査結果
報告の件

決 議 事 項
第1号議案 定款一部変更の件
第2号議案 取締役14名選任の件
第3号議案 ストック・オプションとして新株予約権を発行する件

４. 議決権行使に関する事項
（１）当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、議事資料と

して、この「招集ご通知」をご持参くださいますようお願い申し上げます。
（２）議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとし

て取り扱わせていただきます。
（３）同一の株主様が書面及び電磁的方法の双方により議決権行使を行った場合は、電磁的方法によ

る議決権行使を有効なものとしてお取り扱いします。なお、同一の株主様が複数回電磁的方法
による議決権行使を行った場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱い
します。

（４）株主総会にご出席いただけない場合、議決権を有する他の株主様１名を代理人として株主総会
にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となります
のでご了承ください。
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５. その他本招集ご通知に関する事項
（１）電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第１５条の規定に基づ

き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。したが
って、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面は監査報告を作成するに際し、
監査委員会及び会計監査人が監査をした対象書類の一部であります。
①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表、計算書類に係る
会計監査報告、監査委員会の監査報告

（２）電子提供措置事項に修正が生じた場合は、当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトに修正内容
を掲載させていただきます。

以 上
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株主の皆様向けのインターネット中継

第61回定時株主総会の模様についてインターネットにてライブ中継を実施いたします。

公開日時：2023年６月16日（金曜日）午前10時から事業説明会終了まで
※株主総会の開始は午前10時からとなりますが、開始30分前よりアクセスは
可能になります。

視聴方法：株主総会ライブ中継サイトにアクセスいただきますと、株主様の認証画面が表
示されますので、下記にユーザー名・パスワードを入力のうえ、ご覧ください。

株主総会ライブ中継は当社ホームページよりご案内いたします。
https://questant.jp/q/25ZDHZWX_20230616_nojima_login

ユーザー名： パスワード：

【留意点】
・株主総会の視聴に当たりましては、ご使用のパソコンやスマートフォン等の環境（機能、性能）やインター
ネット接続の回線状況、多数の株主様のアクセス集中等により、映像や音声に不具合が生じる場合がございま
す。また、ご覧いただくためのプロバイダーへの接続料金及び通信料金（電話料金）などは、株主様のご負担
になります。
・株主の皆様のプライバシーに配慮いたしまして、中継の映像は、議長席及び役員席付近のみとさせていただ
きますが、やむを得ず写り込んでしまう場合もあります。あらかじめご了承ください。
・インターネットにてライブ中継をご覧いただくことは、会社法上、株主総会への出席とは認められません。
そのため中継を通じての議決権行使及び質疑はできかねますので、議決権行使はあらかじめ議決権行使書によ
る書面での行使または、スマートフォンなどでインターネットにより事前に行使いただきますようお願い申し
上げます。
・また、各種タブレット、スマートフォンの機能によっては中継がご覧いただけないこともございますので、
あらかじめご了承ください。
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パソコン・スマートフォン・ 
タブレット端末からも
ご覧いただけます。
https://s.srdb.jp/7419/

〈株主の皆様へ〉
・株主総会へのご来場につきましては、新型コロナウイルス感染症の感染状況等をご勘案のうえ、書面又は
インターネット等による議決権のご行使も含めて、ご検討いただきますようお願い申し上げます。
・会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒液及び検温器を配備いたします。
・株主総会の運営スタッフは、マスク着用で応対をさせていただきます。
・第61回定時株主総会に関する報告事項及び決議事項につきまして、株主の皆様から事前にご質問をお受け
いたします。ご質問がございます株主様は、当社ウェブサイトより議決権行使書に記載の株主番号等をご入
力のうえ、ご質問くださいますようお願い申し上げます。
・株主の皆様のご関心が高い事項については本株主総会で説明を予定しておりますが、全てのご質問の回答
をお約束するものではございませんので、あらかじめご了承くださいませ。

事 業 説 明 会
開催のご案内

定時株主総会終了後、引き続き株主総会会場におきまして、株主の皆様に当社
へのご理解を深めていただくため、「事業説明会」を開催いたします。お時間の
許す株主様には定時株主総会とあわせてご参加、またはウェブサイトでのご視
聴を賜りますようご案内申し上げます。
なお、「事業説明会」においてはお食事等のご用意はございませんので、あらか
じめご了承ください。
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スマートフォンの場合 QRコードを読み取る方法

1.QRコードを読み取る 3.各議案の賛否を選択
「ログイン用
QRコード」はこちら

議決権行使書副票（右側）

2.議決権行使方法を選ぶ
画面の案内に従っ
て行使完了です。

機関投資家の皆様へ

インターネット等による議決権行使のご案内

2023年6月15日（木曜日）
午後6時30分まで

議決権行使期限

「ログイン用QRコード」を読み取りいただくことで、「ログインID」および「仮パスワード」
が入力不要でログインいただけます。

インターネットによる議決権行使は、スマートフォンまたはパソコ
ンから議決権行使ウェブサイトにアクセスいただき、画面の案内に
従って行使していただきますようお願いいたします。

株式会社ICJが運営する議決権行使プラットフォームのご利用を事前に申し込まれた場合には、当該プラット
フォームにより議決権をご行使いただけます。

お手持ちのスマートフォンにて、
同封の議決権行使書副票（右側）
に記載の「ログイン用QRコード」
を読み取る。

議案賛否方法の選択画面
が表示されるので、議決
権行使方法を選ぶ。

画面の案内に従って各議案
の賛否を選択

＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞
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ログインID・仮パスワードを入力する方法
議決権行使ウェブサイトに
アクセスする

1.
　

2.お手元の議決権行使書用紙の
副票（右側）に記載された「ログイン　　　　
ID」および「仮パスワード」を入力

3.「新しいパスワード」と
「新しいパスワード（確認用）」
の両方に入力
　

以降は画面の案内に従って賛否を
ご入力ください。

議決権行使ウェブサイト

ご注意事項

【議決権行使サイトの操作方法に関する
　お問い合わせについて】
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

0120-173-027
（通話料無料、受付時間：9：00～21：00）

「次の画面へ」をクリック

「ログイン」をクリック

「送信」をクリック

https://evote.tr.mufg.jp/

●株主さま以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）
や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主
さまには、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更
をお願いすることになりますのでご了承ください。

●株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パ
スワード」をご通知いたします。

●複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
（1）郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場

合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効として
取り扱わせていただきますのでご了承ください。

（2）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場
合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。
またパソコン、スマートフォンで重複して議決権を行使され
た場合も、同様に最後に行使された内容を有効とさせてい
ただきます。

●議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（イ
ンターネット接続料金等）は、株主さまのご負担となります。
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（1）当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、全体としては緩やかな回復基調にあります。一方で、消
費者物価が引き続き上昇していることに加え、為替相場の大幅な変動もあり、先行きにつきまして
はこれらの動向に注意が必要な状況にあります。
このような状況下、当社グループは「デジタル一番星」、「お客様感動Ｎｏ．１」を常に追求し、

その実現のため「選びやすい売場」及び「お客様の立場に立った接客」を常に心がけ、コンサルテ
ィングセールスのレベルアップやお客様のニーズに合ったサービスの充実に取り組んでまいりまし
た。
携帯電話販売業界大手のコネクシオ株式会社（以下コネクシオ）に対する株式公開買付けを実施

し、連結子会社といたしました。コネクシオとノジマがシナジーを発揮し、お客様に寄り添った質
の高いサービスの提供が続けられるよう、厳しい市場環境の中でも企業価値の向上を目指してまい
ります。このほか、ニューシナジー投資事業有限責任組合への出資を通じて、株式会社マネースク
エアHDの株式取得を行い、連結子会社であるＡＸＮ株式会社が株式会社ザ・シネマの株式を取得
いたしました。
これらの結果、当連結会計年度における売上高は626,181百万円（前年同期比110.8％）、営業

利益は33,572百万円（前年同期比101.2％）、経常利益は36,246百万円（前年同期比101.0％）、
親会社株主に帰属する当期純利益は23,315百万円（前年同期比90.1％）となりました。
また、当社グループの経営指標として重要視しておりますEBITDA（※）は、55,743百万円（前

年同期比104.2％）となりました。
（※）EBITDA＝経常利益＋支払利息＋社債利息＋減価償却費＋のれん償却額－持分法による投資損益

セグメント別の状況は以下のとおりです。
なお、当連結会計年度において株式会社マネースクエアHD及びその子会社である他２社を連結

の範囲に含めたことに伴い、従来の報告セグメントに「金融事業」を追加しております。
（デジタル家電専門店運営事業）
ＰＣやエアコン、大型冷蔵庫等の販売が好調に推移し、デジタル家電事業全体の売上は堅調に推

移しました。
このような状況下、人材への投資と店舗への投資を継続し、首都圏の好立地へ積極的な出店を行

い、より多くのお客様に喜ばれご来店いただける店舗づくりを進めてまいりました。また、電気代
高騰等に伴ってお客様の省エネ意識が高まる中で、『省エネコンサルタント』制度の取組も継続し、
お客様の省エネニーズにお応えしたコンサルティングを行ってまいりました。さらに、2023年１
月より『通信費コンサルタント』の取組も開始いたしました。携帯電話に関するお客様のお悩みを
ノジマで解決できるよう、全てのキャリアやプランから最適なご案内ができる従業員の育成を進め
てまいります。
これらの結果、売上高は266,561百万円（前年同期比106.0％）、経常利益は20,643百万円（前

年同期比99.8％）となりました。
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（キャリアショップ運営事業）
各通信事業者によりキャリアショップの店舗数を大幅に減らす方針が示され、これまで以上に質

の高い店舗運営が求められる中、携帯端末価格の値上がりによる買い替えサイクルの長期化や、窓
口を含めた更なるオンライン化の加速もあり、市場を取り巻く環境は一層厳しいものとなることが
予想されます。
このような状況下、安心・安全につながるセキュリティ関連サービスなど独自サービスをはじ

め、お客様のニーズに合わせたコンサルティングを通じ、お客様に喜ばれる店舗運営を継続してま
いりました。また、お客様への利便性を高めるため、お客様に喜ばれる場所への店舗移転や改装を
積極的に進めました。
これらの結果、売上高は234,344百万円（前年同期比124.7％）、経常利益は6,166百万円（前

年同期比104.7％）となりました。なお、コネクシオについては2023年１月から３月の実績がキ
ャリアショップ運営事業に含まれており、コネクシオ（連結調整前）の売上高は54,196百万円、
当期純利益は227百万円となります。

（インターネット事業）
生活に不可欠なインフラである超高速ブロードバンドサービスの利用が増加する中、グループ店

舗において主力となるＦＴＴＨサービス「＠ｎｉｆｔｙ光」やメールサービス等のご案内をするこ
とで、グループシナジー効果を発揮してまいりました。また１０Ｇｂｐｓの超高速サービス「＠ｎ
ｉｆｔｙ光１０ギガ」をリリースし、お客様に喜ばれるサービスの開発に取り組みました。
株式会社セシールは、引き続き事業構造改革に伴う選択と集中を実施し、お客様に喜ばれる商品

の開発に取り組みました。ニフティライフスタイル株式会社については、更なる事業拡大に向けて
の投資を推進し、今後の成長に向けた基盤整備を行いました。
これらの結果、売上高は68,110百万円（前年同期比94.1％）、経常利益は6,657百万円（前年同

期比115.4％）となりました。

（海外事業）
東南アジア諸国においても、新型コロナウイルス感染症に対する行動制限が緩和されており、個

人消費の伸長や労働市場の改善により、経済活動の回復が続いております。インフレ率がピークア
ウトしている傾向も見られますが、物価の上昇については景気の影響に対して引き続き注視が必要
な状況にあります。
このような状況下、当社は、お客様に支持される店舗づくりのため、更なる接客の質の向上に向

けた人材育成と、改装やスクラップアンドビルドなど店舗への投資に取り組んでまいりました。
これらの結果、売上高は51,443百万円（前年同期比119.6％）、経常利益は1,508百万円（前年

同期比71.7％）となりました。
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（金融事業）
当連結会計年度末に、ノジマが目指す個人向けの金融事業の一翼を担う存在として、店頭外国為

替取引を主業務とする、株式会社マネースクエアHDを連結子会社化したことにより、金融事業セグ
メントを追加いたしました。
121円台でスタートした米ドル／円相場ですが、FRBによる度重なる利上げを背景に円安が進み、

10月には151円台と、32年ぶりとなる円安水準を記録しました。その後はFRBによる利上げペース
の縮小や日銀による円買い介入等があり、132円台で期末を迎えました。
このような状況、FX初心者でも運用しやすい当社独自の運用手法である「トラリピ」のサービス

拡充を進めてまいりました。トラリピが得意とするレンジ相場を形成しやすい新通貨ペア「米ド
ル／カナダドル」を導入したほか、「トラリピ世界戦略」と称し、トラリピ向きである通貨ペア「豪
ドル／NZドル」「ユーロ／英ポンド」「米ドル／カナダドル」への分散投資の推進を行いました。こ
れにより、創業来となる預かり資産1,000億円に到達いたしました。

（店舗運営の状況）
デジタル家電専門店運営事業では、スクラップアンドビルドにより、デジタル家電専門店15店舗

を新規出店、６店舗を閉店し214店舗となり、通信専門店２店舗を閉店し19店舗となりましたので、
合わせて233店舗となりました。
キャリアショップ運営事業では、直営店・ＦＣ店を合わせて、スクラップアンドビルドを含め、

８店舗を譲受、15店舗を閉店・譲渡し、コネクシオ株式会社を子会社化したことにより、1,004店
舗となりました。
海外事業では、３店舗を新規出店、２店舗を閉店し、66店舗となりました。
以上の結果、当連結会計年度末における総店舗数は1,303店舗となりました。

② 設備投資の状況
当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は10,724百万円で、その主なものは次

のとおりであります。

㈱ノジマ
設 備 名 所在地 内 容 開店日・取得日

イオンスタイル鎌取店 千葉県 店舗 2022年４月
日吉東急アベニュー店 神奈川県 店舗 2022年５月
DPL三郷Ⅲ 埼玉県 物流センター 2022年６月
船橋東武店 千葉都 店舗 2022年６月
アコス草加店 埼玉県 店舗 2022年7月
所沢北原店 埼玉県 店舗 2023年２月
小田急町田店 東京都 店舗 2023年３月
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③ 資金調達の状況
当社グループは、運転資金の機動的かつ安定的な調達を可能にするため、主要取引金融機関

と当座貸越契約及び財務制限条項が付された貸出コミットメント契約を締結しております。

④ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。

（2）財産及び損益の状況

区 分 第58期
（2020年３月期）

第59期
（2021年３月期）

第60期
（2022年３月期）

第61期
（当連結会計年度）
（2023年３月期）

売 上 高（百万円） 523,968 523,327 564,989 626,181
経 常 利 益（百万円） 24,218 64,647 35,890 36,246
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 15,911 52,827 25,862 23,315
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 317円12銭 1,068円42銭 522円89銭 238円83銭
総 資 産（百万円） 286,247 340,183 326,952 555,905
純 資 産（百万円） 90,268 144,296 140,101 161,056
１ 株 当 た り 純 資 産 1,759円32銭 2,879円19銭 2,761円22銭 1,596円29銭
（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産

は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
２．１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産の算定上の基礎となる自己株式数に従業員持株ＥＳＯ

Ｐ信託口が保有する当社株式を含めております。
３．2022年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。
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② 重要な子会社の状況

会 社 名 所 在 地 資本金
(百万円)

議決権の
比率 主要な事業内容

アイ・ティー・エックス㈱ 横浜市西区 200 100.0% 通信関連機器等販売
ITXコミュニケーションズ㈱ 横浜市西区 200 100.0% 通信関連機器等販売
㈱アップビート 横浜市西区 404 100.0% 通信関連機器等販売
コネクシオ㈱ 東京都港区 2,778 100.0% 通信関連機器等販売
ニフティ㈱ 東京都新宿区 100 100.0% 電気通信事業

㈱セシール 東京都新宿区 100 100.0% 総合通信販売事業を統括
する持株会社

ニフティライフスタイル㈱ 東京都新宿区 1,259 65.4% 行動支援サービス事業

Nojima APAC Limited シンガポール
タンピネス 21,725 100.0% デジタル家電等販売

㈱マネースクエアHD 東京都港区 3,106 97.8% 金融事業を統括する持株
会社

㈱ノジマステラスポーツクラブ 相模原市南区 10 100.0% スポーツクラブ運営

㈱ビジネスグランドワークス 東京都中央区 30 100.0% 企業教育研修コンサルティング

AXN㈱ 東京都渋谷区 １ 100.0% 有料衛星放送事業を統括
する持株会社

（注）持分法適用会社は、㈱ハスコムモバイル１社であります。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
会 社 名 住 所 帳簿価額の合計額

（百万円）
当社の総資産額
（百万円）

コネクシオ㈱ 東京都港区虎ノ門四丁目１番１号 85,945 272,191

（4）対処すべき課題
当社グループを取り巻く経営環境は、新型コロナウイルス感染症対策が緩和された一方で、ロ

シアによるウクライナ侵攻や円安の影響から大幅な物価上昇が発生しており、今後も不透明
な経営環境が続くと見込まれます。
当社グループは、こうした状況下におきまして、常にお客様に喜んでいただけるよう、「全員

採用・全員育成・全員仕組みづくり」をスローガンとし、グループ全体の知恵を絞って行動し、
その結果としてお客様にご支持いただけるよう次の３点を重要課題として取り組んでまいりま
す。
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① 店舗運営
お客様の立場に立った行動で、便利な場所で必要なものが揃う選びやすい売場を作ってまい

ります。家庭用電化製品やスマートフォン等の新製品及び新技術については、お客様のご要望
に合わせた質の高いコンサルティングをするため、当社グループの従業員の増員を引き続き進
めてまいります。

② 人材育成
専門知識を有する商品コンサルタントを育成して、真心を込めたサービスと接客で、お客様

をお迎えできるようにしてまいります。人材の育成にあたっては、各人の能力向上、知識等の
修得を目的にしました教育用ＷＥＢツールの「ノジマ学（まなぶ）」を活用し、店舗リーダー
及びコンサルティングセールススタッフの人材育成を引き続き図ってまいります。

③ 店舗展開
店舗展開につきましては、デジタル家電専門店運営事業は、今後とも神奈川県を中心とし

て、近隣都県に集中的に出店する「ドミナント展開」を基本とし、キャリアショップ運営事業
は、アイ・ティー・エックス株式会社等子会社を含めた既存店舗の改装及びスクラップアンド
ビルドを実施し、海外事業では、現地状況に対応し、条件の良い出店による店舗網の充実に努
め、売場面積の拡大を図ってまいります。

（5）主要な事業内容（2023年３月31日現在）
当社グループは株式会社ノジマ（当社）、連結子会社29社、非連結子会社２社及び関連会社１

社により構成され、経営組織の形態及び当社グループの取り扱う商品・サービスの内容から、報
告セグメントを「デジタル家電専門店運営事業」、「キャリアショップ運営事業」、「インターネッ
ト事業」、「海外事業」、「金融事業」としております。
「デジタル家電専門店運営事業」は、薄型テレビに代表されるデジタルＡＶ関連機器及び家庭

用電化製品の販売とこれらに付帯する配送・工事・修理業務、パソコンに代表されるＩＴ・情報
関連機器、家庭用ゲーム関連機器及びソフト等の販売並びにそれらに関するソリューション、セ
ットアップ、修理等のサービス提供を行っております。
「キャリアショップ運営事業」は、携帯電話を中心とした通信関連機器の販売及び付帯するサ

ービス提供を行っております。
「インターネット事業」は、ブロードバンド接続サービスの提供及び付帯するコミュニケーシ

ョン、セキュリティ等のサービス提供並びにインターネットを利用した様々な情報サービスの提
供を行っております。
「海外事業」は、デジタルＡＶ関連機器、情報関連機器、家庭用電化製品及び家庭用家具の販

売並びにそれらに関するソリューション、セットアップ等のサービス提供を行っております。
「金融事業」は、店頭外国為替取引や取引所株価指数証拠金取等の金融商品取引サービスの提

供を行っております。
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（6）企業集団の主要拠点等（2023年３月31日現在）
㈱ノジマ
本社 ：神奈川県横浜市西区
商品センター ：神奈川県横浜市鶴見区 神奈川開通センター：神奈川県横浜市鶴見区
三郷商品センター：埼玉県三郷市

アイ・ティー・エックス㈱
本社（本店） ：神奈川県横浜市西区
東日本支社 ：宮城県仙台市青葉区 札幌オフィス ：北海道札幌市中央区
中日本支社 ：愛知県名古屋市中村区 金沢オフィス ：石川県金沢市
関西支社 ：大阪府大阪市北区 高松オフィス ：香川県高松市
西日本支社 ：広島県広島市中区 福岡オフィス ：福岡県福岡市中央区

IＴＸコミュニケーションズ㈱
本社（本店） ：神奈川県横浜市西区
東日本支社 ：宮城県仙台市青葉区 金沢オフィス ：石川県金沢市
中日本支社 ：愛知県名古屋市中村区 高松オフィス ：香川県高松市
関西支社 ：大阪府大阪市北区 米子オフィス ：鳥取県米子市
西日本支社 ：広島県広島市中区 福岡オフィス ：福岡県福岡市中央区

㈱アップビート
本社（本店） ：神奈川県横浜市西区
東北営業部 ：宮城県仙台市青葉区 西日本営業部 ：大阪府大阪市北区
東海営業部 ：愛知県名古屋市中区 九州営業部 ：福岡県福岡市中央区

コネクシオ㈱
本社（本店） ：東京都港区
東北・北海道支社：宮城県仙台市青葉区 北海道支店 ：北海道札幌市東区
東海・北陸支社 ：愛知県名古屋市中村区 北陸支店 ：石川県金沢市
関西支社 ：大阪府大阪市淀川区 中国・四国支社 ：広島県広島市中区
四国支店 ：香川県高松市 九州支社 ：福岡県福岡市博多区
豊洲事業所 ：東京都江東区 深川事業所 ：東京都江東区
横浜関内ビジネスセンター：神奈川県横浜市中区 札幌テレマーケティングセンター：北海道札幌市北区

ニフティ㈱
本社（本店） ：東京都新宿区
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㈱セシール
本社（本店） ：東京都新宿区

ニフティライフスタイル㈱
本社（本店） ：東京都新宿区

㈱マネースクエアHD
本社（本店） ：東京都港区

ＡＸＮ㈱
本社（本店） ：東京都渋谷区

デジタル家電専門店
神奈川県57店 東京都 57店 埼玉県 28店 千葉県 30店 静岡県 19店
長野県 3店 山梨県 7店 新潟県 9店 茨城県 4店 合計214店

キャリアショップ及び通信専門店
北海道 13店 青森県 9店 秋田県 14店 岩手県 18店 山形県 7店
宮城県 18店 福島県 9店 神奈川県94店 東京都 120店 埼玉県 48店
千葉県 43店 群馬県 10店 栃木県 12店 茨城県 20店 山梨県 11店
長野県 13店 新潟県 26店 静岡県 43店 富山県 7店 石川県 14店
福井県 1店 滋賀県 6店 岐阜県 20店 愛知県 57店 三重県 25店
奈良県 8店 和歌山県20店 大阪府 47店 京都府 20店 兵庫県 25店
岡山県 18店 広島県 22店 山口県 5店 鳥取県 4店 島根県 11店
香川県 22店 徳島県 9店 愛媛県 22店 高知県 9店 福岡県 45店
佐賀県 9店 長崎県 14店 大分県 7店 宮崎県 5店 熊本県 20店
鹿児島県12店 沖縄県 11店 合計1,023店

(注）キャリアショップ及び通信専門店の店舗数は、関係会社直営店及びＦＣ店舗を合わせて記載しております。

海外
カンボジア 2店 シンガポール14店 マレーシア46店 インドネシア4 店 合計66店
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（7）使用人の状況（2023年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
12,016名 （ 4,417名 ） 4,981名増 （ 136名増 ）

（注）使用人数は就業員数であり、契約社員及びパートタイマーは（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しており
ます。

② 当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

2,712名（ 2,831名 ） 126名増（ 96名減 ） ３２歳６ヶ月 ８年
（注）使用人数は就業員数であり、契約社員及びパートタイマーは（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しており

ます。

（8）主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

㈱ み ず ほ 銀 行 24,408百万円
㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 14,553百万円
㈱ 横 浜 銀 行 10,217百万円
三 井 住 友 信 託 銀 行 ㈱ 5,601百万円
㈱ り そ な 銀 行 2,526百万円
㈱ あ お ぞ ら 銀 行 2,429百万円
㈱ 日 本 政 策 投 資 銀 行 2,100百万円

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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（1）株式の状況（2023年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 340,000,000株
② 発行済株式の総数 98,548,991株（自己株式 4,030,241株を除く）
③ 株主数 15,041名（前期末比 2,278名増）
④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
野 島 廣 司 ㈱ 14,698,000株 14.9％
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 10,654,600株 10.8％
テ ィ ー エ ヌ ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱ 5,320,000株 5.4％
㈱ 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 4,673,800株 4.7％
ネ ッ ク ス 社 員 持 株 会 3,605,800株 3.7%
公 益 財 団 法 人 真 柄 福 祉 財 団 3,408,960株 3.5％
㈲ ノ マ 3,000,000株 3.0％
野 島 廣 司 2,808,200株 2.8％
野 島 隆 久 2,439,200株 2.5％
㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,240,000株 2.3％

（注）１.持株比率は自己株式を控除して計算しております。
２.当社は自己株式 4,030,241株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
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（2）新株予約権等の状況
① 当事業年度末日における新株予約権等の状況
名 称
（ 発 行 日 ） 行 使 期 間 新株予約

権 の 数
目 的 と な る
普通株式の数

保 有
者 数

発 行
価 額

行 使
価 額

第16回新株予約権
(2018年7月17日）

2021年7月18日～
2023年7月17日

8,507
(注)個 1,701,400株 814名 無償 １株当たり

1,147円
第17回新株予約権
(2019年7月16日）

2022年7月17日～
2024年7月16日

9,536
(注)個 1,907,200株 949名 無償 １株当たり

880円
第18回新株予約権
(2020年7月21日）

2023年7月22日～
2025年7月21日

12,924
(注)個 2,584,800株 1,435名 無償 １株当たり

1,319円
第19回新株予約権
(2021年8月4日）

2024年7月21日～
2026年7月20日

16,003
(注)個 3,200,600株 2,266名 無償 １株当たり

1,418円
第20回新株予約権
（2022年7月19日)

2025年7月20日～
2027年7月19日

17,321
(注)個 3,464,200株 1,852名 無償 1株当たり

1,423円
（注）当社は、2022年10月1日付で1株につき2株の割合で株式分割を行っております。

新株予約権の行使の条件
・新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社又は当社子会社の取締役、執行役又は
従業員のいずれかの地位を有していることを要します。ただし、取締役会が正当な理由があると
認めた場合はこの限りではありません。

・新株予約権の相続はこれを認めません。
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上記新株予約権のうち当社役員の保有状況

名 称 新株予約権の数 目的となる
普通株式の数 保 有 者 数

取 締 役 （社 外 取 締 役
を 除 く） 及 び 執 行 役

第16回新株予約権 576個 115,200株 6名
第17回新株予約権 881個 176,200株 8名
第18回新株予約権 861個 172,200株 8名
第19回新株予約権 1,345個 269,000株 ９名
第20回新株予約権 1,550個 310,000株 10名

社 外 取 締 役

第16回新株予約権 0個 0株 0名
第17回新株予約権 0個 0株 0名
第18回新株予約権 110個 22,000株 3名
第19回新株予約権 310個 62,000株 5名
第20回新株予約権 300個 60,000株 5名

② 当事業年度中に交付した新株予約権等の状況
当事業年度中に交付した新株予約権は①に記載のとおりであります。
上記新株予約権のうち当社従業員等への交付状況

新株予約権の数 目的となる普通株式の数 交付者数

当社従業員（当社役員を
兼ねているものを除く） 11,096個 2,219,200株 1,295名

子会社の役員及び従業員 5,017個 1,003,400株 623名

（注）当社従業員等に交付した新株予約権の数、目的となる普通株式の数及び交付者数は、交付日現在の数であります。
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（3）会社役員の状況
① 取締役の状況（2023年３月31日現在）
氏 名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

野 島 廣 司 取締役会議長 Nojima APAC Limited Chairman, Group CEO

野 島 亮 司 指名委員、報酬委員
ニフティ㈱代表取締役社長
㈱セシール代表取締役会長
ＡＸＮ㈱代表取締役ＣＥＯ

福 田 浩一郎 指名委員（委員長）
温 盛 元 報酬委員（委員長）
篠 原 二 郎 報酬委員
國 井 弘 文 指名委員
山 根 純 一

平 本 和 生 監査委員（委員長）
指名委員、報酬委員

髙 見 和 徳 監査委員、指名委員、
報酬委員

山 田 隆 持 指名委員、報酬委員
堀 内 文 子 監査委員、報酬委員 税理士法人MSAパートナーズ代表社員
池 田 匡 紀 指名委員
柴 原 多 監査委員
林 文 子
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② 執行役の状況（2023年３月31日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 執 行 役 社 長 野 島 廣 司 ＣＥＯ
代表執行役副社長 野 島 亮 司 経営全般
代表執行役副社長 福 田 浩一郎 販買・商品部門管掌
常 務 執 行 役 温 盛 元 営業開発部長
常 務 執 行 役 篠 原 二 郎 管理部門管掌兼総務部長
執 行 役 國 井 弘 文 販買推進部長
執 行 役 山 根 純 一 ＩＴシステム部長
執 行 役 石 原 彩 子 サービスイノベーション部長
執 行 役 幡 野 裕 明 財務経理部長
執 行 役 疋 田 宜 裕 モバイルソリューション推進部長兼販買推進部通信統括

（注）１．取締役 平本和生、髙見和徳、山田隆持、堀内文子、池田匡紀、柴原多、林文子の各氏は、会社法第２条
第15号に定める社外取締役であります。

２．取締役 堀内文子氏は税理士法人ＭＳＡパートナーズの代表社員を兼務しております。なお、当社と税理
士法人ＭＳＡパートナーズとの間には特別な関係はありません。
また、同氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものでありま
す。

３．会社法第400条第２項に定める指名委員会等設置会社の各委員は、2022年６月17日開催の取締役会で以
下のとおり選定され就任いたしました。
「指名委員」：福田浩一郎氏（委員長）、野島亮司氏、國井弘文氏、平本和生氏、髙見和徳氏、

山田隆持氏、池田匡紀氏
「監査委員」：平本和生氏（委員長）、髙見和徳氏、堀内文子氏、柴原多氏
「報酬委員」：温盛元氏（委員長）、野島亮司氏、篠原二郎氏、平本和生氏、髙見和徳氏、

山田隆持氏、堀内文子氏
4. 当社は、東京証券取引所に対して、取締役 平本和生、髙見和徳、山田隆持、堀内文子、池田匡紀、柴原

多及び林文子の各氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しております。
５. 当社は、監査委員長が定期的に会社に出社し、重要な会議への出席等で情報の収集を行うほか、内部監査

部門及び執行役からヒアリングを行うことで監査の実効性を確保していることから、常勤の監査委員を設
置しておりません。

６. 2022年6月17日開催の第60回定時株主総会終結の時をもって取締役 群谷大輔、小澤浩子及び第60回定
時株主総会終了直後に開催された取締役会終結の時をもって執行役 日坂聡の各氏は退任いたしました。
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７. 2022年4月30日をもって田中義幸氏は報酬委員長を辞任いたしました。
８. 2022年4月30日に辞任した取締役兼執行役は、以下の記載のとおりです。

辞任時の地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
取締役兼執行役 田 中 義 幸 ビジネスサポート部長

９. 2022年5月1日執行役の地位及び担当を以下のとおり変更しております。
・常務執行役商品ソリューション推進部長福田浩一郎氏は、専務執行役商品ソリューション推進部長とな
りました。

10. 2022年5月6日付で野島亮司氏は報酬委員長に就任し、2022年６月17日付で退任いたしました。
11. 2022年6月1日付で執行役の地位及び担当を以下のとおり変更しております。

・執行役財務経理部長篠原二郎氏は、常務執行役管理部門管掌となりました。
・財務経理部長付幡野裕明氏は、執行役財務経理部長となりました。

12. 2022年7月19日に辞任した執行役は以下の記載のとおりです。
辞任時の地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

執 行 役 大 嶽 友 洋 モバイルソリューション推進部長
13. 2022年7月19日付で、販売推進部通信統括疋田宜裕氏は、執行役モバイルソリューション推進

部長兼販買推進部通信統括に就任いたしました。
14. 2022年8月16日付で、執行役の地位及び担当を以下のとおり変更しております。

・常務執行役管理部門管掌篠原二郎氏は、常務執行役管理部門管掌兼総務部長となりました。
15. 2023年3月1日付で、執行役の地位及び担当を以下のとおり変更しております。

・専務執行役商品ソリューション推進部長福田浩一郎氏は、代表執行役副社長販買・商品部門管掌
となりました。

③ 責任限定契約の内容の概要
当社は社外取締役が期待される役割を十分発揮できるよう、現行定款において、社外取締役

との間で損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めており、社外取締役である平本和
生、髙見和徳、山田隆持、堀内文子、池田匡紀、柴原多、林文子の各氏との間に責任限定契約
を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は５百万円又は法令の定める額のい
ずれか高い額であります。

④ 会社の役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結し、被保険者(当社の取締役・執行役及び主な子会社の取締役・監査役)が負担することに
なる損害賠償請求がなされたことにより被る損害を、当該保険契約により填補することとして
おります。
なお、職務の適正性が損なわれないよう、当該保険契約に免責額の定めを設け、一定額に至

らない損害については填補の対象とはしないこととしております。

⑤ 取締役及び執行役の報酬等の総額
イ．役員報酬の内容に決定に関する方針等

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めております。取締役
及び執行役の個人別報酬の内容は、ノジマ経営理念の具体的実践において、コミットメント
に対する業績に連動した報酬、株主やその他の利害関係者からみてオープンで公正な報酬、
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新しい人材の確保・獲得ができる競争力のある報酬体系を基本方針としております。
上記方針を踏まえ、取締役及び執行役の報酬は、当社経営環境、業績、コミットメントに

対する成果をもとに、就任時に決定されるむこう１年間の取締役及び執行役の個別の基本報
酬とストック・オプションとで構成しております。付与したストック・オプションについて
は費用計上した額を記載しております。取締役の固定報酬部分については、各取締役の役
職、職責、期待に対する貢献度、勤務時間を反映したものとしております。執行役の固定報
酬部分については、各執行役の役職、職責、コミットメントに対する成果、前事業年度報酬
実績を反映したものとしております。取締役及び執行役の退職慰労金は、在籍年数及び月額
報酬により支給しております。また、在籍期間の功績により功労金を加算することがありま
す。
当社は指名委員会等設置会社であり、会社法が定める報酬委員会において、社外取締役４

名、社内取締役３名で構成される報酬委員７名により年６回開催され、報酬方針及び個別報
酬の案を審議しています。決議は、法令に別段の定めがある場合の他は、報酬委員の過半数
の出席を要し、出席した報酬委員の過半数をもって行っております。また報酬委員会の開催
後最初に開催される取締役会において、報酬委員会の職務の遂行の状況を報告しておりま
す。

ロ．報酬委員会の活動状況
開催日 出席状況 主な議題

２０２２年５月６日 ６名全員出席 委員長の互選の件（決議）
取締役、執行役への貸付金について（協議）

２０２２年５月１７日 ６名中５名の出席
取締役、執行役の報酬の件（決議）
退任役員への退職慰労金支給の件（決議）
退任役員のストックオプション権利延長の件（決議）

２０２２年６月１７日 ７名全員出席 委員長及び委員会議長の互選（決議）
２０２２年７月１９日 ７名全員出席 新株予約権の発行条件の件（決議）

役員報酬の件（決議）
２０２２年８月２日 ７名中４名の出席 新任執行役の報酬の件（決議）
２０２３年３月２１日 ７名全員出席 執行役の報酬の件（決議）
（注）報酬委員長であった田中義幸氏が2022年4月30日に、取締役及び執行役を辞任したことにより、2022年５月

に開催された報酬委員会は、社外取締役４名、社内取締役２名で構成されていました。
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ハ．当事業年度に係る報酬額等の総額

区 分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 ストック・

オプション 退職慰労金

取 締 役
（社 外 取 締 役 を 除 く） 239 172 66 - 8

社 外 取 締 役 68 53 13 1 9

執 行 役 38 33 5 - 6

（注）１．取締役と執行役の兼任者の報酬は取締役の欄に総額を記入しております。
２．当事業年度末日現在の人員は、取締役14名、執行役10名で、内７名は取締役と執行役を兼任しております。
３．報酬委員会決議に基づく報酬は、会社法第404条第３項並びに同法第409条第３項第１号による確定額でありま

す。
４．報酬等の総額には、ストック・オプションとして付与いたしました新株予約権に係る当事業年度中の費用計上を

含んでおります。
５．非金銭報酬等として取締役及び執行役に対して新株予約権を交付しております。

当該新株予約権交付の内容及びその現状は（２）新株予約権等の状況に記載のとおりであります。
ニ．取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると報酬委員会が判

断した理由
報酬委員会は、取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、原案につ
いて決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行っており、その決定方針に沿うもので
あると判断しております。

⑥ 報酬委員会による取締役及び執行役が受ける個人別の報酬の内容の決定に関する方針
イ．取締役及び執行役の個人別報酬は、ノジマ経営理念の具体的実践において、コミットメン

トに対する業績に連動した報酬、株主やその他の利害関係者からみてオープンで公正な報
酬、新しい人材の確保・獲得ができる競争力のある報酬体系を基本方針とします。

ロ．上記方針を踏まえ、取締役及び執行役の報酬は、当社経営環境、業績、コミットメントに
対する成果をもとに、就任時に決定されるむこう１年間の取締役及び執行役の個別の固定
報酬部分と、前事業年度の会社の業績に対する取締役及び執行役の成果を反映した業績連
動報酬部分とで構成します。

ハ．取締役の固定報酬部分については、各取締役の役職、職責、期待に対する貢献度、勤務時
間を反映したものとします。

ニ．執行役の固定報酬部分については、各執行役の役職、職責、コミットメントに対する成
果、前事業年度報酬実績を反映したものとします。

ホ．取締役及び執行役の退職慰労金は、在籍年数及び月額報酬により支給します。また、在籍
期間の功績により功労金を加算することがあります。
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⑦ 社外役員に関する事項
社外役員の主な活動状況

氏 名 当期開催の取締役会及び各委員会への出席状況 取締役会及び各委員会における発言その他の活動状況

平 本 和 生
取締役会1５回全てに出席、指名委員
会６回全てに出席、監査委員会13回
全てに出席、報酬委員会６回全てに出
席しております。

放送業界における会社経営等で培われた豊富なビ
ジネス経験と幅広い見識等に基づき、当社の経営
全般について積極的に発言を行っております。

髙 見 和 徳

取締役会1５回のうち１４回に出席、
2022年6月17日に就任以降の指名委
員会４回全てに出席、監査委員会１３
回全てに出席、報酬委員会６回のうち
５回に出席しております。

家電メーカーにおける会社経営等で培われた豊富
なビジネス経験と幅広い見識等に基づき、当社の
経営全般について積極的に発言を行っておりま
す。

山 田 隆 持
取締役会15回のうち12回に出席、指
名委員会6回のうち5回に出席、報酬
委員会6回のうち5回に出席しており
ます。

通信業界における会社経営等で培われた豊富なビ
ジネス経験と幅広い見識等に基づき、当社の経営
全般について積極的に発言を行っております。

堀 内 文 子
取締役会15回全てに出席、監査委員
会13回全てに出席、報酬委員会６回
のうち5回に出席しております。

長年にわたる税理士としての豊富な経験と会計業
務に関する専門知識等に基づき、当社の経営全般
について積極的に発言を行っております。

池 田 匡 紀
取締役会15回のうち14回に出席、指
名委員会6回全てに出席しておりま
す。

小売業における会社経営等で培われた豊富なビジ
ネス経験と幅広い見識等に基づき、当社の経営全
般について積極的に発言を行っております。

柴 原 多
2022年6月17日に就任以降の取締役
会12回のうち11回に出席、2022年6
月17日に就任以降の監査委員会10回
のうち９回に出席しております。

長年にわたる弁護士としての豊富な経験と法律に
関する専門知識等に基づき、当社の経営全般につ
いて積極的に発信を行っております。

林 文 子 2022年6月17日に就任以降の取締役
会12回全てに出席しております。

販売業界における会社経営と指定都市である横浜
市の市長３期の任期で培われた豊富なビジネス経
験・知識や幅広い見識等に基づき、当社の経営全
般について積極的に発信を行っております。

（注）書面決議による取締役会の回数は除いております。
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（4）会計監査人の状況
① 名称 有限責任監査法人トーマツ
② 報酬等の額

支払額（百万円）
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 83
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 135
（注）１．当社監査委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査

計画における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積
りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき会社法第399条第1項の同意を行っております。

２．当社の一部の連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。
３．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査

報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報
酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
また、監査委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監
査委員会が選定した監査委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人
を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

④ 責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人有限責任監査法人トーマツは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない

ときは、５百万円又は会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額のいずれか高い額とし
ております。



― 27 ―

（5）業務の適正を確保するための体制
執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の

適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

監査委員会の職務を補助すべき従業者を置く。
② 監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の執行役からの独立性に関する事項

①に定める従業者は専一的に監査委員会の職務を補佐すべき業務のみを遂行することと
し、完全にその独立性を確保する。

③ 執行役及び使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会への報告に関す
る体制
イ．執行役は、監査委員会に対して、定期的に、経営に重要な影響を及ぼす事項及び職務執行

状況等を報告する。
ロ．使用人は、監査委員会に対して、経営に重要な影響を及ぼす事項及び職務執行状況等を報

告する。
④ その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．代表執行役社長は、定期的に、監査委員会と情報交換を行う。
ロ．監査委員会は、内部監査室、コンプライアンスグループ、財務経理部その他関係部署と連

携する。
ハ．監査委員会は、会計監査人を監督する。

⑤ 執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
執行役は、その職務の執行に係る文書を文書管理規程に従い、適切に保存及び保管する。

⑥ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
所管部署の責任者は、リスク管理規程、内部監査規程、コンプライアンス規程その他関係

規程を整備し、適切に運用する。
⑦ 執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は、執行役規則、その他関係規程を整備する。
⑧ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．代表執行役社長は、使用人に対して、「ノジマグループ全員経営理念」を周知させる。
ロ．コンプライアンスグループは、内部通報制度を活用することにより、問題を早期に発見

し、適切に対応する。
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⑨ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制
イ．当社グループは、当社及び子会社に対して、「ノジマグループ全員経営理念」を周知させ

る。
ロ．当社グループは、当社及び子会社において内部統制規程を策定し、グループ全体の内部統

制体制を推進する。
ハ．当社グループは、当社の関係会社管理規程、当社及び子会社のコンプライアンス規程その

他関係規程に従い、グループ全体のコンプライアンス体制を推進する。
ニ．内部監査室は、必要がある場合には、子会社の内部監査を実施する。

⑩ 財務報告の適正性を確保するための体制の整備
当社グループの財務報告に関する信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の基本

方針に基づき、当社グループは、財務報告に係る必要適正な内部統制を整備し、運用する。
⑪ 反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方と体制

当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、取引関係も含
めて一切の関係を遮断する。また、反社会的勢力からの不当要求に対しては、組織全体とし
て毅然とした対応をとる。

（6）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、「内部統制規程」「内部統制委員会規程」に基づき、内部統制委員会を13回開催し、

法令、社内規程等の遵守状況を把握し、必要に応じてコンプライアンス体制を見直しました。
当社の取締役会は、社外取締役７名を含む取締役14名で構成し、職務執行の状況を監督しまし

た。また、取締役会は執行役を選任し、各執行役は、各自の権限及び責任の範囲で、職務を執行
するとともに、自らの職務執行の状況を定期的に取締役会に報告しました。
子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社取締役会で審議し、子

会社の適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現に努めました。
内部監査室は、内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状況につき監査を実施し、そ

の結果及び改善状況を代表執行役社長及び監査委員会に報告しました。
監査委員会は、監査方針を含む監査計画を策定し、月１回の定時監査委員会に加えて適宜臨時

監査委員会等を開催し、監査委員間の情報共有に基づき会社の状況を把握し、必要な場合は提言
の取りまとめを行いました。さらに、取締役・執行役その他使用人と対話を行い、内部監査室・
会計監査人と連携し、執行役及び使用人の職務の執行状況を監査しました。
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（7）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配

当を継続して実施していくことを中期的な方針としております。

（8）資本政策の基本的な方針
当社グループは、安定的な収益力、効率的な投下資本の運用、及び業界トップの持続的な高い

成長力を重要な経営目標として、ＲＯＥ15％以上、連結自己資本比率30％以上の健全経営を掲
げております。
また、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置づけたうえで、財務体

質の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保を勘案し、継続して安定した配当を実施すること
を基本方針としております。
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（単位：百万円）
資 産 の 部

科 目 金 額
流動資産
現金及び預金
売掛金
商品及び製品
番組勘定
未収入金
預託金
トレーディング商品
その他
貸倒引当金
固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
器具備品
リース資産
土地
その他
無形固定資産
のれん
ソフトウエア
契約関連無形資産
その他
投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
敷金及び保証金
退職給付に係る資産
その他
貸倒引当金

353,409
37,145
89,117
69,338
1,623

36,888
92,312
19,675
7,922
△614

202,496
58,859
22,678

405
4,094

17,429
14,220

31
108,241
49,781
3,214

53,566
1,679
35,394
3,682

10,703
18,798

196
2,222
△208

資産合計 555,905

負 債 の 部
科 目 金 額

流動負債 291,045
支払手形及び買掛金 74,942
電子記録債務 607
短期借入金 1,649
１年内返済予定の長期借入金 19,079
未払金 32,865
未払法人税等 9,487
未払消費税等 1,872
未払費用 6,234
前受金 7,700
前受収益 5,592
契約負債 9,662
ポイント引当金 1,204
賞与引当金 3,924
リース債務 3,671
受入保証金 108,542
トレーディング商品 906
その他 3,101
固定負債 103,800
長期借入金 42,252
契約負債 10,861
役員退職慰労引当金 206
退職給付に係る負債 12,538
繰延税金負債 13,330
リース債務 15,528
その他 9,082
特別法上の準備金 2
金融商品取引責任準備金 2
負債合計 394,848

純 資 産 の 部
株主資本 153,994
資本金 6,330
資本剰余金 7,475
利益剰余金 146,191
自己株式 △6,002
その他の包括利益累計額 2,523
その他有価証券評価差額金 363
繰延ヘッジ損益 △8
為替換算調整勘定 1,822
退職給付に係る調整累計額 344
新株予約権 2,682
非支配株主持分 1,856
純資産合計 161,056
負債・純資産合計 555,905

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 626,181
売上原価 444,564
売上総利益 181,617

販売費及び一般管理費 148,045
営業利益 33,572

営業外収益
受取利息及び配当金 353
仕入割引 2,273
持分法による投資利益 85
その他 1,588 4,300
営業外費用
支払利息 564
社債利息 3
為替差損 339
支払手数料 241
寄付金 76
その他 401 1,626
経常利益 36,246

特別利益
固定資産売却益 249
新株予約権戻入益 265 514
特別損失
減損損失 587
その他 61 648
税金等調整前当期純利益 36,112
法人税、住民税及び事業税 14,123
法人税等調整額 △1,440 12,683
当期純利益 23,429
非支配株主に帰属する当期純利益 114
親会社株主に帰属する当期純利益 23,315

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 6,330 7,510 125,543 △5,221 134,163
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △2,558 △2,558
親会社株主に帰属する当期純利益 23,315 23,315
自 己 株 式 の 取 得 △3,663 △3,663
自 己 株 式 の 処 分 △109 2,882 2,772
利益剰余金から資本剰余金への振替 109 △109 －
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △34 △34
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － △34 20,647 △781 19,830
当 期 末 残 高 6,330 7,475 146,191 △6,002 153,994

その他の包括利益累計額
新株予約権 非 支 配

株主持分
純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額
合 計

当 期 首 残 高 285 30 1,155 432 1,903 2,557 1,476 140,101
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △2,558
親会社株主に帰属する当期純利益 23,315
自 己 株 式 の 取 得 △3,663
自 己 株 式 の 処 分 2,772
利益剰余金から資本剰余金への振替 －
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △34
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 78 △38 667 △88 619 125 379 1,124

連結会計年度中の変動額合計 78 △38 667 △88 619 125 379 20,955
当 期 末 残 高 363 △8 1,822 344 2,523 2,682 1,856 161,056
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 29社
・主要な連結子会社の名称 アイ・ティー・エックス㈱

ITXコミュニケーションズ㈱
㈱アップビート
コネクシオ㈱
ニフティ㈱
㈱セシール
ニフティライフスタイル㈱
Nojima APAC Limited
㈱マネースクエアHD
㈱ノジマステラスポーツクラブ
㈱ビジネスグランドワークス
AXN㈱

当社の連結子会社であるアイ・ティー・エックス㈱は、2022年４月１日付で、㈱エヌ・アイ・エル・テレコムの全株式を
取得し、同社を当社の連結子会社といたしました。 なお、㈱エヌ・アイ・エル・テレコムは、2022年10月１日付で、当社の
連結子会社であるアイ・ティー・エックス㈱を存続会社とする吸収合併により解散いたしました。
㈱AXNジャパンと㈱ミステリチャンネルは、2022年４月１日付で、当社の連結子会社であるAXN㈱を存続会社とする吸収

合併により解散いたしました。
Assetrust Pte. Ltd.は、2022年４月７日付の登記抹消により、連結の範囲から除外しております。
当社の連結子会社であるアイ・ティー・エックス㈱は、2022年９月１日付で、㈱静岡テレコムの全株式を取得し、同社を

当社の連結子会社としております。 なお、㈱静岡テレコムは2023年３月１日付で、当社の連結子会社であるアイ・ティー・
エックス㈱を存続会社とする吸収合併により解散いたしました。
当社の連結子会社であるAXN㈱は、2022年10月３日付で、㈱ザ・シネマの全株式を取得し、同社を当社の連結子会社とし

ております。
当社の連結子会社であるCourts Asia Ltd．は、2022年10月31日にNojima APAC Limitedへ商号変更しております。
当社は、2022年11月22日付で、NCX㈱を新たに設立したことに伴い、同社を当社の連結の範囲に含めております。なお、

NCX㈱は、2023年２月16日付で、コネクシオ㈱の94.02％の株式を取得し、同社を連結の範囲に含めております。また、
2023年３月22日付で、株式売渡請求により5.98％の株式を取得し、完全子会社化しております。

当社は、2023年1月16日付で、ニューシナジー投資事業有限責任組合に出資したことに伴い、同組合を当社の連結の範囲
に含めております。また同日付でニューシナジー投資事業有限責任組合は、㈱マネースクエアHDの97.75％の株式を取得し、
同社及びその子会社である他２社を連結の範囲に含めております。なお、ニューシナジー投資事業有限責任組合は、2023年
３月24日付で解散いたしました。

当社の連結子会社である㈱セシールコミュニケーションズは、2023年２月１日付で、ニフティ・セシール㈱を存続会社と
する吸収合併により解散いたしました。なお、同日付で存続会社であるニフティ・セシール㈱は、ニフティコミュニケーショ
ンズ㈱に商号変更しております。

② 非連結子会社の名称等
非連結子会社の数 2社

㈱TKYロジスティクス
コネクシオウィズ㈱

（連結の範囲から除外した理由）
非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため除外しております。
なお、コネクシオウィズ㈱はコネクシオ㈱の特例子会社にあたり、障がい者雇用の機会創出を目的としております。
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(2) 持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の状況
・持分法適用の関連会社数 １社
・関連会社の名称 ㈱ハスコムモバイル

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる連結子会社は次のとおりであります。
会社名 決算日
㈱ノジマステラスポーツクラブ ６月30日
連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を基礎としております。
なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
その他有価証券
a.市場価格のない株式等
以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。

b.市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
c.投資事業有限責任組合及び
それに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第
２項により有価証券とみな
されるもの）

組合契約に規定される決算報告書日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額
を純額で取り込む方法によっております。

ロ．棚卸資産
商品 当社及び国内連結子会社は、移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
一部の国内連結子会社は、先入先出法による原価法を採用しております。
在外連結子会社は、主として総平均法による低価法を採用しております。

番組勘定 当社の連結子会社であるAXN㈱は個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ
る簿価切下げの方法）を採用しております。

ハ．デリバティブ取引の評価基準
及び評価方法

当社の連結子会社である㈱マネースクエアは時価法を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産
（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社であるニフティ㈱、㈱セシール、㈱マネースクエアHD及び㈱マネ
ースクエアは定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
国内連結子会社である㈱アップビート、アイ・ティー・エックス㈱、ITXコミュニケーショ

ンズ㈱及びコネクシオ㈱は定額法を採用しております。
在外連結子会社であるCourts(Singapore) Pte.Ltd.、Courts(Malaysia) Sdn.Bhd.及びPT

Courts Retail Indonesiaは、主として定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ５年～47年
機械装置及び運搬具 ２年～17年
器具備品 ２年～20年
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ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
ソフトウエア ５年
契約関連無形資産 15年～20年
顧客関連無形資産 ６年

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。
③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権及び破産更生債権等の特定債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

ロ．ポイント引当金 顧客の来店等に応じて付与するポイント制度に基づき、将来のポイント使用による費用の発
生に備えるため、過去の実績を基礎にして将来使用されると見込まれる額を計上しておりま
す。

ハ．賞与引当金 一部の連結子会社は従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づく要支給額を計上
しております。

ニ．役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上してお
ります。

④ 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しています。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針 外貨建取引の必要の範囲内で将来の為替変動によるリスク回避を目的として為替予約取引を
行っております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ･フロー変動累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッ
シュ･フロー変動の累積を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属

方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、期間定額基準によっております。
なお、一部の連結子会社は給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤
務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、発生年度に費用処理しております。
なお、一部の連結子会社は各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年または６年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した事業年度
及び翌連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（６年）による

定額法により費用処理しております。
ハ．小規模企業等における簡便法 一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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⑥ 収益及び費用の計上基準
当社グループでは、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移転との交換により、その権利を得ると

見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務に配分する。
ステップ５：企業が履行義務を充足した時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。

当社グループは、家電等や携帯電話等の販売において、主に一般消費者に対して家電製品、携帯電話等の商品の販売を行って
おり、商品の引渡時点において顧客が支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しているため、当該商品の引渡時点で収益を
認識しております。
また、インターネット事業によるネットワークサービスにおいて、主に一般消費者に対してインターネット接続サービス等の

提供を行っており、契約者にサービスを提供するにつれて収益を認識しております。
なお、当社グループのうち、デジタル家電専門店運営事業及び海外事業において、販売した商品に対して別途の契約に基づく

修理等の保証サービスを提供しております。保証サービスを履行義務として識別し、保証期間にわたって履行義務が充足してい
るため、一定期間にわたり収益を認識しております。
また、デジタル家電専門店運営事業は自社ポイント制度の運用を行っておりますが、ポイント制度は顧客にとって重要な権利

であると判断したため、ポイントの付与時に別個の履行義務を識別し、通常、顧客によるポイント使用時点で収益を認識してお
ります。

⑦ 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在

外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は、期中平均為替相場により
円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

⑧ のれんの償却方法及び償却期間
のれん ５年～16年の均等償却

⑨ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ．顧客を相手方とする外国為替

証拠金取引の会計処理
顧客からの注文により成立する外国為替証拠金取引については、取引に係る決済損益及び評

価損益を計上しております。
なお、評価損益は、顧客を相手方とする全ての未決済の外国為替証拠金取引に係る評価損益

を取引明細ごとに算定し、評価益相当額を連結貸借対照表上のトレーディング商品（資産）
に、評価損相当額をトレーディング商品（負債）にそれぞれ計上しております。
また、顧客から外国為替証拠金取引の証拠金として預託された金銭は、金融商品取引法第43

条の３第１項並びに金融商品取引業等に関する内閣府令第143条第１項第１号に定める金銭信
託により自己の固有財産と区分して管理しております。当該金銭信託に係る元本は連結貸借対
照表上の預託金に計上しております。

ロ．カウンターパーティーを相
手方とする外国為替証拠金
取引の会計処理

カバー取引注文により成立する外国為替証拠金取引については、取引に係る決済損益及び評
価損益を計上しております。
なお、評価損益は、カウンターパーティーを相手方とする全ての未決済の外国為替証拠金取

引に係る評価損益を取引明細ごとに算定したうえで、これらをカウンターパーティーごとに合
算し損益を相殺して算出しており、これと同額を連結貸借対照表上のトレーディング商品に計
上しております。

２．会計方針の変更に関する注記
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指

針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価
算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響は
ありません。
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３．表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）
前連結会計年度において、独立掲記しておりました「無形固定資産」の「商標権」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会

計年度においては「無形固定資産」の「その他」に含めて表示しております。
前連結会計年度において、独立掲記しておりました「流動負債」の「預り金」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年

度においては「流動負債」の「その他」に含めて表示しております。
（連結損益計算書）
前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」（前連結会計年度40百万円）は、

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。
前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」（前連結会計年度33百万円）

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。

４．会計上の見積りに関する注記
（企業結合により取得した無形資産及びのれん）

(1)当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額
のれん 49,781百万円
契約関連無形資産 53,566百万円
計 103,347百万円

(2)その他見積りの内容に関する理解に資する情報
当社グループは、新たな地域や事業領域への進出、既存事業の強化等を図るため、Ｍ＆Ａ等を事業拡大手法の１つとして考え

ております。
企業結合により取得した無形資産及びのれんは、支配獲得日における時価で認識しています。企業結合時の取得対価の配分に

際しては、経営者の判断及び見積りが、連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。企業結合により識別した無形資
産及びのれんは、取得時の将来キャッシュ・フローに基づき測定しておりますが、当該将来キャッシュ・フローには売上成長率
や割引率、代理店契約の継続率等の主要な仮定が含まれております。

また、無形資産及びのれんが減損の兆候を有するかを判断する際に、将来のキャッシュ・フローの見積りが必要となりますが、
当該将来キャッシュ・フローの算定においても同様の仮定を織り込んでおります。

これらの仮定は、経営者の最善の見積りによって決定されますが、将来の不確実な経済条件の変動により影響を受ける可能性
があり、仮定の見直しが必要となった場合には翌連結会計年度の連結計算書類の企業結合により取得した無形資産及びのれんの
金額に重要な影響を与える可能性があります。

（当社グループにおける店舗等の固定資産の減損）
(1)当連結会計年度の連結損益計算書に計上した金額

デジタル家電専門店運営事業の固定資産 18,609百万円
デジタル家電専門店運営事業の減損損失 331百万円

(2)その他見積りの内容に関する理解に資する情報
当社グループのデジタル家電専門店運営事業は、多くの店舗設備や管理システム等を保有しております。
各資産または資産グループ（店舗を基本単位とする）について減損の兆候があると認められる場合には、将来キャッシュ・フ

ローを見積り、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回った場合に減損損失の認識が必要になります。減損損失
の認識が必要と判定した場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

将来キャッシュ・フローは、各店舗の状況を反映した店舗別事業計画に基づいて算定いたしますが、当該事業計画には売上成
長率や出店状況等の商圏分析や、販売施策の効果予測などの主要な仮定が含まれております。
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これらの仮定は、経営者の最善の見積りによって決定されますが、将来の不確実な経済条件の変動により影響を受ける可能性
があり、仮定の見直しが必要となった場合には、翌連結財務諸表の固定資産の減損損失の金額に重要な影響を与える可能性があ
ります。

５．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保資産

当社の連結子会社である㈱マネースクエアが保有する顧客区分管理信託契約に基づく信託受益権のうち第一受益権、劣後第二受
益権及び第三受益権について、外国為替証拠金取引に関連して生じる債務に対して第一順位、これに関連して金融機関が行ってい
る支払承諾契約(極度額8,500百万円)に基づく債務保証に対して第二順位とする質権を設定しております。

また、現金及び預金(定期預金)1,275百万円については、上記支払承諾契約の担保として差し入れております。
(2) 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額

53,128百万円
(3) コミットメントライン等

当社グループは、運転資金の機動的かつ安定的な調達を可能にするため、主要取引金融機関と当座貸越契約及び貸出コミットメ
ント契約を締結しております。
これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
借入枠 131,556百万円
借入実行残高 48,206百万円
差引借入未実行残高 83,350百万円

(4) 「リース資産」は、国際財務報告基準を適用している子会社が計上している使用権資産（17,415百万円）を含めて表示してお
ります。

６．連結損益計算書に関する注記
(1)売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額

622,195百万円
(2) 減損損失
場所 店舗（神奈川県、東京都、静岡県他）
用途 店舗設備等
種類 建物及び構築物、器具備品等
当社グループは、原則として、継続的に損益の把握を実施している店舗をグルーピングの基本単位としております。
営業活動から生じる損益が継続してマイナスで、資産グループの固定資産簿価を全額回収できる可能性が低いと判断した店舗等

について、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失587百万円として特別損失に計上して
おります。
その内訳は、建物及び構築物398百万円、器具備品106百万円並びにその他83百万円であります。
当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。使用価値により測定する場合は将来

キャッシュ･フローに基づく使用価値がマイナスのため回収可能価額をゼロとして評価しており、また、正味売却価額により測定
する場合は、不動産鑑定評価額等を基礎として評価しております。
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７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数

(千株)
当連結会計年度増加株式数

(千株)
当連結会計年度減少株式数

(千株)
当連結会計年度末の株式数

(千株)
発行済株式
普通株式 51,289 51,289 － 102,579

合計 51,289 51,289 － 102,579
自己株式
普通株式 2,011 2,911 892 4,030
ＥＳＯＰ信託口が保有
する普通株式 － 1,041 543 497

合計 2,011 3,953 1,436 4,528
（注）１．発行済株式に係る普通株式の増加株式数は、2022年10月１日付の株式分割（株式数51,289,616株）によるものでありま

す。
２．当社が所有する普通株式の増加株式数は、2022年10月１日付の株式分割（株式数2,172,187株）、自己株式の取得（株式数

739,200株）及び単元未満株式の買取（株式数210株）によるものであります。
３．当社が所有する普通株式の減少株式数は、ストックオプションの行使によるものであります。
４．ＥＳＯＰ信託口が保有する当社の普通株式の増加株式数は2022年10月１日付の株式分割（株式数426,700株）及び市場か

らの買付け（株式数614,800株）によるものであります。
５．ＥＳＯＰ信託口が保有する当社の普通株式の減少株式数は、当社持株会への売却によるものであります。

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等
イ．2022年５月６日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 1,281百万円
・１株当たり配当額 26円
・基準日 2022年３月31日
・効力発生日 2022年６月３日

ロ．2022年10月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 1,277百万円
・１株当たり配当額 26円
・基準日 2022年９月30日
・効力発生日 2022年12月7日

（注）１.2022年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、従業員ESOP信託口が保有する当社株式に対する配当金11百万円
が含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの
2023年５月９日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 1,478百万円
・１株当たり配当額 15円
・基準日 2023年３月31日
・効力発生日 2023年６月２日

（注）１.2023年５月９日取締役会決議による配当金の総額には、従業員ESOP信託口が保有する当社株式に対する配当金7百万円が
含まれております。

(3) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の種類及び数
第16回新株予約権
普通株式 1,701千株

第17回新株予約権
普通株式 1,907千株



― 40 ―

８．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に関する取組方針

当社グループは、新たな地域や事業領域への進出、既存事業の強化等を目的とした戦略的投資計画及び店舗展開のための設備
投資計画に基づく資金計画に照らして、自己資金及び金融機関からの借入により資金調達しております
また短期的な運転資金は、原則として自己資金により賄っており、余剰資金については、投機的な取引は一切行わず、安全性

の高い金融商品に限定して運用しております。
一部の連結子会社である㈱マネースクエアHD及び㈱マネースクエア（以下、マネースクエアグループ）は、外国為替証拠金

取引を主たる事業としております。顧客等を相手方とする外国為替証拠金取引は、マネースクエアグループが顧客等に対して提
示する為替レートに対して、主にインターネットや電話を通じて注文を受け付け受諾することにより取引が成立いたします。ま
た、マネースクエアグループは、当該取引から生ずる為替変動リスクを回避するため、カウンターパーティーに対してカバー取
引を行っております。

② 金融商品の内容及びリスク
売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
賃借物件において預託している敷金及び保証金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。
買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。また、その一部には、商品輸入に伴う外貨建のものがあり、為

替の変動リスクに晒されております。
支払手形及び電子記録債務は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
借入金は、主にコネクシオ㈱の株式取得を目的としたものと、店舗展開のための設備投資を目的としたものであり、このうち

一部は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。
リース債務は、使用権資産の取得に係るものであり、流動性リスクに晒されております。
マネースクエアグループの預託金は、外国為替証拠金取引及び株価指数証拠金取引にかかる顧客から受け入れた取引証拠金等

を区分管理及び分別管理するためのものです。信託業務を行っている銀行と顧客区分管理信託契約及び顧客分別金信託契約を締
結しておりますが、契約内容が履行されない場合に発生する信用リスクに晒されております。
トレーディング商品は、顧客との取引から生じる為替変動リスクを回避するためにカウンターパーティーを相手方として行っ

ているカバー取引の決済履行に係る信用リスクに晒されています。また、外貨建資産・負債を含んでいるため、流動性リスク及
び為替変動リスクに晒されています。
受入保証金は、顧客から受け入れた取引証拠金の残高ですが、顧客が預け入れた証拠金等以上に損失を被ることにより発生す

る金銭債権を回収できない可能性を含んだ顧客の信用リスクに晒されています。また、外貨建資産・負債を含んでいるため、流
動性リスク及び為替変動リスクに晒されています。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
マネースクエアグループでは、金融商品取引法第46条の６に定める自己資本規制比率の管理を基礎に実施しております。
このため、取引先リスク（信用リスク）及び市場リスク（流動性リスク、為替変動リスク）については、金融商品取引業等に

関する内閣府令第178条及び「金融商品取引業者の市場リスク相当額、取引先リスク相当額及び基礎的リスク相当額の算出の基
準等を定める件」（平成19年金融庁公示第59号）に基づき、毎営業日、これらのリスクをリスク相当額として定量的に算出した
うえで自己資本規制比率を算出しております。
外国為替証拠金取引に係るリスク管理体制は、為替持高管理事務に係る内規に基づき、カバー取引業務を行う部門から独立し

ている管理部門が日次においてポジション及び売買損益の状況をチェックすることにより、カバー取引業務を行う部門に対する
牽制を行っております。またその内容については、定期的に取締役会に報告されております。
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループ各社の与信管理規程等に従い、営業債権について、各事業部門における経理業務を所管する部署が、取引相
手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
マネースクエアグループが行う外国為替証拠金取引及び株価指数証拠金取引は、取引証拠金を顧客から収受しない限り発

注できず、かつ取引成立後の市場変動によっては、顧客により持高の全部又は一部を決済するか、もしくは、一定水準にお
いて自動ロスカットを行うことになっているため、契約不履行により発生する顧客の信用リスクを大幅に低減しておりま
す。
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カウンターパーティーとのカバー取引は、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っているため、契約不履行によるリスク
は少ないものと認識しておりますが、信用状況等の変化をモニタリングすることによって管理を行っております。また、カ
バー取引を行うにあたって、差入保証金の一部を金融機関との支払承諾契約に基づく信用状で代用することにより、現金に
よる差入保証金の金額を抑制し、信用リスクの低減を図っています。さらに、カウンターパーティーの信用状況に起因する
出来事により、カバー取引を実施できない事態が発生するリスクを回避するために、カウンターパーティーを複数選定する
ことにより、信用リスクの分散を図っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直してお

ります。
マネースクエアグループが行う外国為替証拠金取引は、顧客との相対取引であるため、同数量のカバー取引を行うまでの

間、為替変動によるリスクを有しております。顧客との取引により生ずるマネースクエアグループの為替の持高について
は、適時にカウンターパーティーに対してカバー取引を行うことにより為替変動リスクを回避しております。カバー取引
は、内規に定めた方法にて実施することで、リスクの低減を図っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を維持

することなどにより流動性リスクを管理しております。
マネースクエアグループは、外国為替証拠金取引事業を継続的に行っていくにあたり、カウンターパーティーとの間でカ

バー取引を行うに際して必要となる差入保証金の一部を金融機関との支払承諾契約に基づく保証状及び定期預金の担保差入
により代用することで、手許流動性を確保し、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。

当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動するこ
とがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1)売掛金 89,117
貸倒引当金 (注)１ △614

88,502 88,277 △225
(2)投資有価証券 1,508 1,508 －
(3)敷金及び保証金 18,798 18,239 △558

資産計 108,809 108,025 △784
(2)長期借入金（１年内返済予定のものを含

む） 61,331 61,378 46

(3)リース債務（流動負債及び固定負債） 19,199 17,993 △1,206

負債計 80,531 79,372 △1,159
デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないもの 18,769 18,769 －
ヘッジ会計が適用されているもの （13） （13） －

(注)１．売掛金については対応する貸倒引当金を控除しております。
２．「現金及び預金」、「未収入金」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」、「短期借入金」、「未払金」、「未払法人税等」、「未

払消費税等」、「預託金」、「受入保証金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近
似するものであることから、記載を省略しております。
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３．連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記載を省略しておりま
す。当該出資の連結貸借対照表計上額は725百万円であります。

４．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については（ ）
で示しております。

５．市場価格のない株式等は、「(2)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のと
おりです。

区分 連結貸借対照表計上額
(百万円)

非上場株式 1,448

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま

す。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう

ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券 1,508 － － 1,508

資産計 1,508 － － 1,508
デリバティブ取引

通貨関連 － 18,756 － 18,756
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② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
売掛金 － 88,277 － 88,277
敷金及び保証金 － 18,239 － 18,239

資産計 － 106,517 － 106,517
長期借入金（１年内返済予定のも
のを含む） － 61,378 － 61,378

リース債務 － 17,993 － 17,993
負債計 － 79,372 － 79,372

(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
投資有価証券については相場価格を用いて評価しております。また活発な市場で取引されているため、その時価はレベル

１に分類しております。
デリバティブ取引
デリバティブ取引については取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、その時価はレベル２に分類し

ております。
売掛金
売掛金については、債権額、契約期間、信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、その時価

はレベル２に分類しております。
敷金及び保証金
敷金及び保証金については、契約期間に基づき、その将来キャッシュ・フローを国債の利率で割り引いた現在価値により

算定しており、その時価はレベル２に分類しております。
長期借入金（１年内返済予定のものを含む）
長期借入金については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定しており、その時価はレベル２に分類しております。
リース債務
リース債務については、元利金の合計額を、同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ

り算定しており、その時価はレベル２に分類しております。

９．賃貸等不動産に関する注記
当社グループでは、神奈川県及びその他の地域において、賃貸用の不動産を有しております。当連結会計年度における当該賃貸等

不動産に関する賃貸損益は397百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。
なお、賃貸用の不動産の一部につきましては、当社及び在外子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含

む不動産としております。当連結会計年度における当該賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する賃貸損益は324百
万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。
賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動

並びに連結決算日における時価及び当該時価の算定方法は次のとおりであります。
(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

賃貸等不動産 2,529 △95 2,433 2,639
賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産 17,125 △2,847 14,277 16,553

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。



― 44 ―

２．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づきます。ただし、
直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価値を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合に
は、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。その他の物件については「固定資産税評価額」に基づいて
自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

３．当連結会計年度の主な増加は固定資産の取得、主な減少は減価償却によるものであります。

10．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：百万円)
報告セグメント

その他
（注） 合計デジタル

家電専門店
運営事業

キャリア
ショップ
運営事業

インター
ネット事業 海外事業 金融事業 計

家電等販売 196,411 － 22,389 44,070 － 262,870 － 262,870
携帯電話等販売 66,765 233,894 － 5,039 － 305,699 － 305,699
ネットワーク
サービス － － 41,689 － － 41,689 － 41,689

その他 640 － 3,614 1,759 － 6,015 5,919 11,935
顧客との契約から
生じる収益 263,817 233,894 67,693 50,869 － 616,275 5,919 622,195

その他の収益 654 － － 574 － 1,228 2,757 3,985
外部顧客への売上高 264,472 233,894 67,693 51,443 － 617,504 8,677 626,181

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、モール事業、有料衛星放送事業、スポーツ事業、研修
事業及びメガソーラー事業等を含めております。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報
当社グループでは、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移転との交換により、その権利を得ると

見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務に配分する。
ステップ５：企業が履行義務を充足した時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。

当社グループは、家電等や携帯電話等の販売において、主に一般消費者に対して家電製品、携帯電話等の商品の販売を行って
おり、商品の引渡時点において顧客が支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しているため、当該商品の引渡時点で収益を認
識しております。

また、インターネット事業によるネットワークサービスにおいて、主に一般消費者に対してインターネット接続サービス等の
提供を行っており、契約者にサービスを提供するにつれて収益を認識しております。

当社グループのうち、デジタル家電専門店運営事業及び海外事業において、販売した商品に対して別途の契約に基づく修理等
の保証サービスを提供しております。保証サービスを履行義務として識別し、保証期間にわたって履行義務が充足しているため、
一定期間にわたり収益を認識しております。

なお、デジタル家電専門店運営事業は自社ポイント制度の運用を行っておりますが、ポイント制度は顧客にとって重要な権利
であると判断したため、ポイントの付与時に別個の履行義務を識別し、通常、顧客によるポイント使用時点で収益を認識しており
ます。

また、インターネット事業においてＷＥＢコンテンツサービスの提供を行っており、そのサービスの提供における役割を代理
人と判断し、純額で収益を認識しております。
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(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約負債の残高等

(単位：百万円)
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 69,063
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 89,117
契約負債（期首残高） 16,447
契約負債（期末残高） 20,523
長期前受収益（期首残高） 2,664
長期前受収益（期末残高) 3,148

契約負債は、主に保証サービスとポイントの提供に関連するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、8,844百万円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる時期は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)
当連結会計年度

１年以内 5,549
１年超２年以内 4,405
２年超３年以内 3,259
３年超 5,639

合計 18,853
なお、当社は実務上の便法を適用しており、上記の金額には当初の予想契約期間が１年以内の未充足の履行義務に係る取引価格

を含めておりません。

11．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,596円29銭
(2) １株当たり当期純利益 238円83銭
（注）当社は、2022年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。また、１
株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当連結会計年度776千
株）。

12．企業結合に関する注記
(コネクシオ株式会社の取得による企業結合)

当社は、2022年12月22日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるNCX株式会社を公開買付者とし、コネクシオ株式
会社を完全子会社とすることを目的とした取引の一環として、同社の普通株式を金融商品取引法に基づく公開買付け（以下「本公開
買付け」といいます。）により取得することを決議いたしました。これにより、本公開買付けを2022年12月23日から2023年２月
９日まで実施した結果、買付終了日において応募株式の総数が買付予定数の下限以上となり、本公開買付けは成立いたしました。

また、当社は、同社を完全子会社とする方針であり、株式売渡請求により議決権比率5.98％を追加取得し、完全子会社化いたし
ました。なお、当社は株式の全てを取得することを目的とした一連の株式取得を一体の取引として処理しております。

（１）企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業の内容

イ． 被取得企業の名称
コネクシオ株式会社
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ロ ．事業の内容
携帯電話端末等販売代理店事業 等

②企業結合を行った主な理由
昨今、移動体通信分野において、市場が成熟していることに加えて、販売代理店各社が今後も独自の経営戦略で継続的な成

長を実現していく難易度は上がってきており、実際に移動体通信端末販売代理店業界においては統合・再編が進行しておりま
す。

このような市場環境の中、コネクシオ株式会社が当社の連結子会社となることにより、コネクシオ株式会社が有する全国に
わたる店舗網や質の高い人材、高成長を遂げている独自ビジネスや法人ビジネス等で当社グループとの競争力を発揮して頂
き、当社グループにおけるキャリアショップ事業の更なる成長への貢献を期待しております。

また、コネクシオ株式会社におきましても、当社グループとのシナジーの創出や人的・経済的なリソースに係る適切なサポ
ートを実施することで企業価値を継続的に向上させることが可能と考えております。

③企業結合日
2023年１月１日（みなし取得日）

④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得

⑤結合後企業の名称
変更ありません。

⑥取得した議決権比率
100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社の連結子会社であるNCX株式会社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

（２）連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
2023年１月１日から2023年３月31日まで

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価（現金） 85,493百万円
取得原価 85,493百万円

（４）主要な取得関連費用の内訳と金額
アドバイザリー費用等 452百万円

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額

24,766百万円

②発生原因
今後の事業展開によって期待される将来の超過収益から発生したものです。

③償却方法及び償却期間
16年による均等償却
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（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳
流動資産 81,480百万円
固定資産 15,263百万円
資産合計 96,744百万円
流動負債 39,094百万円
固定負債 4,996百万円
負債合計 44,090百万円

（７）のれん以外の無形資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに加重平均償却期間
主要な種類別の内訳 金額 加重平均償却期間
契約関連無形資産 20,270百万円 19年

（８）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及
びその算定方法

売上高 135,229百万円
営業利益 1,188百万円
経常利益 1,271百万円
税金等調整前当期純利益 997百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 ▲68百万円
１株当たり当期純利益 ▲1.54円

（概算額の算定方法）
企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定し、連結会計年度の開始の日から企業結合日までの取得企業の連結損

益計算書における売上高及び損益情報を、影響額の概算額としております。当該概算額には、支配獲得時に発生した無形資
産等が連結会計年度の開始の日に発生したものと仮定して、無形資産等償却の調整を含めております。
なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

(株式会社マネースクエアHDの取得による企業結合)
当社は、2022年11月15日開催の取締役会において、当社の連結子会社である「ニューシナジー投資事業有限責任組合」(以下、

同ファンド)を通じて株式会社マネースクエアHD（以下、マネースクエアグループ）に投資することを決議いたしました。同ファン
ドが2023年１月16日付でマネースクエアグループの発行済株式の97.75%を取得し、同社を連結子会社化いたしました。

（１）企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業の内容

イ．被取得企業の名称
株式会社マネースクエアHD及びその子会社である他２社

ロ．事業の内容
店頭外国為替取引、店頭外国為替オプション取引のマーケットメイキング業務店頭外国為替取引、店頭外国為替オプ

ション取引などの受託、取次、媒介業務店頭外国為替業務に係わるコンサルティング
取引所株価指数証拠金取引などの受託、取次、媒介業務

海外運用に係わるガイダンス及びコンサルティング 他

②企業結合を行った主な理由
マネースクエアグループが当社の子会社となることにより、当社のリテールビジネスとの事業シナジーを活用し、顧客層の

拡大に加え、顧客へのサービスの質及び利便性の向上が見込まれ、マネースクエアグループにおきましては、当シナジーを踏
まえ、更なる日本の個人資産形成への貢献ができると捉えております。

③企業結合日
2023年３月31日（みなし取得日）
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④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得

⑤結合後企業の名称
変更ありません。

⑥取得した議決権比率
97.75％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
現金を対価とした株式取得により、被取得企業の議決権の97.75％を取得したことによります。

（２）連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
2023年３月31日をみなし取得日としており、当連結会計期間においては貸借対照表のみを連結しているため、損益計算書

に被取得企業の業績は含まれておりません。

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価（現金） 14,423百万円
取得原価 14,423百万円

（４）主要な取得関連費用の内訳と金額
アドバイザリー費用等 48百万円

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額
8,409百万円

なお、のれんの金額は、当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに時価の算定
が未了であり、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行って
おります。

②発生原因
今後の事業展開によって期待される将来の超過収益から発生したものです。

③償却方法及び償却期間
のれんの効果の発現する期間を合理的に見積り、当該期間にわたり均等償却する予定であります。なお、償却期間については
精査中であります。

（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳
流動資産 116,595百万円
固定資産 4,635百万円
資産合計 121,230百万円
流動負債 111,874百万円
固定負債 776百万円
負債合計 112,651百万円
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（７）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及び
その算定方法

売上高 6,722百万円
営業利益 2,553百万円
経常利益 2,496百万円
税金等調整前当期純利益 2,256百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 1,495百万円
１株当たり当期純利益 7,864.00円

（概算額の算定方法）
企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定し、2022年４月１日から2023年３月31日の被取得企業の連結損益計

算書を基礎として影響の概算額を算定しております。
なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

13．追加情報
(財務制限条項）
（１）当社は、コネクシオ㈱の株式取得資金を調達するために締結した限度貸付契約（2023年２月10日付締結）を締結してお

ります。この契約には、次の財務制限条項が付されております。

① 直前の本･中間決算期の末日又は2022年3月末の純資産の部の金額のいずれか大きい方の80％以上を維持すること。

② 本決算期に係る損益計算書上の経常利益に関して、２期連続損失を計上しないこと。
なお、当該契約の契約金額及び借入残高は、次のとおりであります。
契約金額 86,000百万円
借入金残高 １年内長期借入金 14,310百万円

長期借入金 33,690百万円

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
当社は、中長期的な企業価値を高めること及び従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式

を交付する取引（以下「本制度」という。）を行っております。
① 取引の概要

当社は、中長期的な企業価値を高めること及び従業員への福利厚生を目的として、本制度を2022年3月31日に導入して
おります。本制度では、「ネックス社員持株会」（以下「当社持株会」という。）へ当社株式を譲渡していく目的で設立す
る従業員持株会ESOP信託口が2022年4月から2024年2月（予定）にわたり当社持株会が取得する規模の株式を予め一
括して取得し、当社持株会へ売却を行います。

② 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計
上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末648百万円、497千株であります。

③ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
当連結会計年度914百万円

14．重要な後発事象
（ストック・オプション）

ストック・オプション（新株予約権）の付与
当社は、2023年５月９日開催の当社取締役会において、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、ストッ

ク・オプションとして新株予約権を発行すること及び募集事項の決定を当社取締役会に委任することについて承認を求める議
案を、2023年６月16日開催予定の当社第61回定時株主総会に付議することを決議いたしました。
(1) ストックオプション制度を導入する目的及び新株予約権を無償で発行する理由

当社グループの業績向上に対する貢献意欲や士気を高めることにより、企業価値向上に資することを目的として、上記
の目的を適切に達成するため特に払込金額無償にて発行するものといたします。
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(2) 新株予約権発行の要領
① 新株予約権の割当を受ける者

当社の取締役、執行役及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員のうち当社の取締役会が認めた者。なお、当社
の取締役及び執行役への付与については、当社の報酬委員会の決定に基づいて実施される予定です。

② 新株予約権の目的である株式の種類及び数
株主総会の委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権につき、当社普通株式4,000千株を上限とす

る。
ただし、下記③に定める付与株式数の調整を行った場合、新株予約権の目的である株式数の上限は、調整後付与株式数

に新株予約権の総数を乗じた数に調整されるものとする。
③ 新株予約権の総数

株主総会の委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権につき、40,000個を上限とする。
新株予約権１個当たりの目的である株式数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株とする。なお、付与

株式数は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が株式分割（普通株式の無償割当を含む。以
下同じ。）又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されるものとする。ただし、係る調整は、当該時点で行使さ
れていない新株予約権の付与株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるも
のとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率
なお、上記のほか、当社が、合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を行う場合、その他

付与株式数の調整が必要な場合には、当社は、合併等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で付与株式数を調整するもの
とする。

④ 新株予約権の発行価額
新株予約権の発行価額は無償とする。

⑤ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個当たりの行使に際して出資される財産の価額は、その行使により交付を受けることができる株式１株当

たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。
行使価額は、割当日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（取引が成立しない場合は、それに先立

つ直近日の終値）とする。
なお、割当日以降、次の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。

イ. 当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は
切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × １
分割又は併合の比率

ロ．当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、又は自己株式を処分する場合は、次の算式により行使価額を調整し、
調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前
行使価額 ×

既 発 行
株 式 数 ＋ 新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価
既発行株式数＋新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の数を控除した数と
し、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」と読み替えるものとする。

ハ．割当日後、当社が合併等を行うなど、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時は、合併等の条件等
を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

⑥ 新株予約権の権利行使期間
新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議日の翌日から３年を経過した日を始期として、その後２年間とする。
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⑦ 新株予約権の行使の条件
イ．新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社又は当社子会社の取締

役、執行役又は従業員のいずれかの地位を有していることを要する。ただし取締役会が正当な理由があると認めた場
合はこの限りではない。

ロ．新株予約権の相続はこれを認めない。
ハ．各新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑧ 新株予約権の取得の事由及び条件
イ．当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又は、当社が完全子会社となる株式

交換契約書承認の議案もしくは株式移転計画書承認の議案につき当社株主総会で承認された場合は、取締役会が別途
定める日に、当社は、新株予約権を無償で取得することができる。

ロ．当社は、新株予約権者が上記⑦に規定する行使の条件に該当しなくなったことにより権利を行使できなくなった場合
又は権利を放棄した場合は、新株予約権を無償で取得することができる。

ハ．当社は、いつでも、当社が取得し保有する新株予約権を無償にて消却することができるものとする。
⑨ 新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。
⑩ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
イ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出

される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。
ロ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ．記載の資本金等増加限度

額からイ．に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
⑪ 株式交換・株式移転時等の新株予約権の処理の方針等

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社となる
場合に限る。）、又は株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下
「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ず
る日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につ
き新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立
完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）において行使されておらずかつ当社により取得されていない新株予約権（以
下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号の
イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場
合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、次の各号に
沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交
換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。
イ．交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。
ロ．新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
ハ．新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記「②新株予約権の目的である株式の種類及び数」等に準じて合理的に決定
する。

ニ．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記⑤ハ．に従って定める調整後行使価額に、上
記ハ．に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

ホ．新株予約権を行使することができる期間
上記「⑥新株予約権の権利行使期間」の開始日又は組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「⑥
新株予約権の権利行使期間」の満了日までとする。

ヘ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
上記「⑩新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項」に準じ
て決定する。
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ト．譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

チ．新株予約権の取得の事由及び条件
上記「⑧新株予約権の取得の事由及び条件」に準じて決定する。

⑫ 新株予約権の割当日
別途取締役会が定める日とする。

（注）上記の内容については、2023年６月16日開催予定の当社第61回定時株主総会において「ストック・オプションとして
新株予約権を無償で発行する件」が承認可決されること、及び当社第61回定時株主総会後に開催される報酬委員会にお
いて「取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容を決定する件」が承認可決されることを条件といたします。



連結計算書類に係る会計監査報告

― 53 ―

独立監査人の監査報告書
2023年５月24日

株式会社 ノ ジ マ
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
横浜事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 川 福 之
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 前 川 邦 夫

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ノジマの2022年４月１日から2023年３月31

日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ノジマ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及び
取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視すること

にある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において
連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切
でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書
類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査
証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人
は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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連結計算書類に係る監査報告書

当監査委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第61期事業年度における連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査委員会は、監査委員会が定めた監査委員会監査の基準に準拠し、当期の監査方針、職務

の分担等に従い、連結計算書類について執行役等から報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計算書類につき検討いたしました。

２．監査の結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月24日
株式会社 ノジマ 監査委員会

監 査 委 員 平 本 和 生
監 査 委 員 髙 見 和 徳
監 査 委 員 堀 内 文 子
監 査 委 員 柴 原 多

（注）監査委員 平本和生、髙見和徳、堀内文子及び柴原多は、会社法第２条第15号及び第400
条第３項に規定する社外取締役であります。
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（単位：百万円）
資 産 の 部

科 目 金 額
流動資産
現金及び預金
売掛金
商品及び製品
原材料及び貯蔵品
前払費用
未収入金
その他
貸倒引当金
固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械装置
車両運搬具
器具備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社長期貸付金
破産更生債権等
長期前払費用
繰延税金資産
敷金及び保証金
保険積立金
その他
貸倒引当金

87,993
5,568

22,567
41,880

168
1,020
7,689
9,102

△1
184,197
32,177
15,238
1,038
241
86

2,145
13,397

29
1,141
1,132

9
150,879

1,689
67,182
63,215

12
173

7,602
10,865

22
129
△12

資産合計 272,191

負 債 の 部
科 目 金 額

流動負債 79,082
買掛金 25,670
短期借入金 966
１年内返済予定の長期借入金 17,830
未払金 3,997
未払法人税等 3,586
未払消費税等 915
未払費用 324
前受金 4,982
前受収益 3,907
預り金 6,582
契約負債 9,589
ポイント引当金 730
固定負債 59,522
長期借入金 39,777
契約負債 10,744
退職給付引当金 6,238
役員退職慰労引当金 196
預り保証金 2,162
資産除去債務 296
その他 105
負債合計 138,604

純 資 産 の 部
株主資本 130,703
資本金 6,330
資本剰余金 5,245
資本準備金 5,245

利益剰余金 125,129
利益準備金 80
その他利益剰余金 125,049
土地圧縮積立金 144
固定資産圧縮積立金 43
別途積立金 97
繰越利益剰余金 124,764

自己株式 △6,002
評価・換算差額等 206
その他有価証券評価差額金 206
新株予約権 2,677
純資産合計 133,586
負債・純資産合計 272,191

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



損益計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

― 57 ―

（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 284,324
売上原価 199,895
売上総利益 84,429

販売費及び一般管理費 65,160
営業利益 19,268

営業外収益
受取利息及び配当金 8,294
仕入割引 2,271
雑収入 801 11,367

営業外費用
支払利息 69
社債利息 3
寄付金 74
支払手数料 241
雑損失 149 538
経常利益 30,097

特別利益
新株予約権戻入益 265
固定資産売却益 35 300

特別損失
減損損失 352 352

税引前当期純利益 30,046
法人税、住民税及び事業税 6,955
法人税等調整額 208 7,164

当期純利益 22,881
（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他
資 本
剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

土地圧縮
積 立 金

固定資産
圧 縮
積 立 金

別 途
積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 6,330 5,245 － 80 144 46 97 104,548
事 業 年 度 中 の 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 △2 2
剰 余 金 の 配 当 △2,558
当 期 純 利 益 22,881
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △109
利益剰余金から資本剰余金への振替 109 △109
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － － △2 － 20,215
当 期 末 残 高 6,330 5,245 － 80 144 43 97 124,764

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △5,221 111,271 207 207 2,557 114,035
事 業 年 度 中 の 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 － －
剰 余 金 の 配 当 △2,558 △2,558
当 期 純 利 益 22,881 22,881
自 己 株 式 の 取 得 △3,663 △3,663 △3,663
自 己 株 式 の 処 分 2,882 2,772 2,772
利益剰余金から資本剰余金への振替 － －
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） △0 △0 120 119

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △781 19,432 △0 △0 120 19,551
当 期 末 残 高 △6,002 130,703 206 206 2,677 133,586
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 関係会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
② その他有価証券

・市場価格のない株式等
以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法による原価法)を採用して
おります。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

・投資事業有限責任組合及び
それに類する組合への出資
(金融商品取引法第2条第
2項により有価証券とみな
されるもの)

組合契約に規定される決算報告書に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を
純額で取り込む方法を採用しております。

③ 棚卸資産
・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）を採用しております。
(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 10年～47年
構築物 10年～15年
機械装置 17年
車両運搬具 ２年～６年
器具備品 ２年～15年

② 無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ソフトウエア ５年
(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破

産更生債権等の特定債権は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

② ポイント引当金 顧客の来店等に応じて付与するポイント制度に基づき、将来のポイント使用による費用の発
生に備えるため、過去の実績を基礎にして将来使用されると見込まれる額を計上しておりま
す。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上
しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。
数理計算上の差異については、発生年度に費用処理しております。

④ 役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。



― 60 ―

(4) 収益及び費用の計上基準
当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移転との交換により、その権利を得ると見込む対価

を反映した金額で収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務に配分する。
ステップ５：企業が履行義務を充足した時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。

当社は、家電等や携帯電話等の販売において、主に一般消費者に対して家電製品、携帯電話等の商品の販売を行っており、商
品の引渡時点において顧客が支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しているため、当該商品の引渡時点で収益を認識して
おります。
なお、当社は販売した商品に対して別途の契約に基づく修理等の保証サービスを提供しております。保証サービスを履行義務

として識別し、保証期間にわたって履行義務が充足しているため、一定期間にわたり収益を認識しております。
また、当社は自社ポイント制度の運用を行っておりますが、ポイント制度は顧客にとって重要な権利であると判断したため、

ポイントの付与時に別個の履行義務を識別し、通常、顧客によるポイント使用時点で収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指

針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定
会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありませ
ん。

３．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

４．会計上の見積りに関する注記
（当社における関係会社投資及び融資の評価）

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式 67,182百万円
関係会社長期貸付金（注） 63,215百万円
計 130,397百万円

（注）当社の連結子会社であるNCX株式会社がコネクシオ株式会社の株式を取得するために、当社が融資を実施しております。
(2)その他見積りの内容に関する理解に資する情報

多くの関係会社株式及び関係会社長期貸付金の帳簿価額には、取得時点で見込んだ関係会社の将来の超過収益力が反映されて
おります。当該超過収益力には、連結計算書類に計上されている無形資産及びのれんと同様の主要な仮定が含まれております。

関係会社株式の減損処理の要否は、取得価額と超過収益力を反映した実質価額を比較することにより判定されており、実質価
額が著しく低下した場合には、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて減損処理を行っております。また、
関係会社貸付金については、コネクシオの財政状態を勘案し、回収不能と見込まれる金額について貸倒引当金を計上することに
なります。

超過収益力の算定にあたって使用した主要な仮定は、経営者の最善の見積りによって決定されますが、将来の不確実な経済条
件の変動により影響を受ける可能性があります。各関係会社の属する市場環境や競合他社の状況により、減損損失や貸倒引当金
の計上が必要となり、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（当社における店舗等の固定資産の減損）
(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

デジタル家電専門店運営事業の固定資産 18,609百万円
デジタル家電専門店運営事業の減損損失 331百万円
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(2)その他見積りの内容に関する理解に資する情報
(1)の金額の算出方法は、連結注記表「４．会計上の見積りに関する注記(当社グループにおける店舗等の固定資産の減損)」の

内容と同一であります。

５．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額

26,171百万円
(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。
① 短期金銭債権 9,859百万円
② 長期金銭債権 13百万円
③ 短期金銭債務 5,623百万円
④ 長期金銭債務 66百万円

(3) コミットメントライン等
当社は、運転資金の機動的かつ安定的な調達を可能にするため、主要取引金融機関と当座貸越契約及び３年間の貸出コミットメ

ント契約を締結しております。
これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
借入枠 89,000百万円
借入実行残高 48,000百万円
差引借入未実行残高 41,000百万円

６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

(1) 営業取引による取引高
① 売上高 2,089百万円
② 仕入高 54百万円
③ 販売費及び一般管理費 △904百万円

(2) 営業取引以外の取引による取引高 8,240百万円

７．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数
(千株)

当事業年度増加株式数
(千株)

当事業年度減少株式数
(千株)

当事業年度末の株式数
(千株)

普通株式 2,011 2,911 892 4,030
ＥＳＯＰ信託口が保有す
る普通株式 － 1,041 543 497

合計 2,011 3,953 1,436 4,528
（注）１．当社が所有する普通株式の増加株式数は、2022年10月1日付の株式分割（株式数2,172,187株）、自己株式の取得（株式

数739,200株）及び単元未満株式の買取（株式数210株）によるものであります。
２．当社が所有する普通株式の減少株式数は、ストックオプションの行使によるものであります。
３．ＥＳＯＰ信託口が保有する当社の普通株式の増加株式数は、2022年10月１日付の株式分割（株式数426,700株）及び市

場からの買付け（株式数614,800株）によるものであります。
４．ＥＳＯＰ信託口が保有する当社の普通株式の減少株式数は、当社持株会への売却によるものであります。
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８．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項(4) 収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載し

ているので、注記を省略しております。

９．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 (百万円)
退職給付に係る負債 1,903
役員退職慰労引当金 60
投資有価証券評価損 68
未払事業税 151
商品評価損 398
契約負債 3,398
ポイント引当金 223
未払事業所税 55
仕入割戻繰延 67
減損損失 1,037
前受収益 1,107
関係会社株式評価損 50
その他 1,143

繰延税金資産小計 9,665
評価性引当額 △1,857
繰延税金資産合計 7,808
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 82
土地圧縮積立金 63
固定資産圧縮積立金 19
その他 40

繰延税金負債合計 205
繰延税金資産純額 7,602

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.6％
評価性引当額の増減 0.2％
住民税均等割額 0.5％
交際費等永久に損金不算入の項目 0.1％
受取配当金等永久に益金不算入の項目 △8.3％
新株予約権 0.5％
その他 0.2％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.9％
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10．関連当事者との取引に関する注記
(1)子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称又は
氏名

議決権等の所有(被所
有)割合
(％)

関連当事者との関
係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社 アイ・ティー・エ
ックス㈱ 直接 100 役員の兼任

資金の貸付 6,500 流動資産
その他 5,200

資金の回収 1,300

子会社 NCX㈱ 直接 100 役員の兼任

資金の貸付 80,900 流動資産
その他 3,000

資金の回収 15,000

投資その
他の資産
関係会社
長期貸付

金

62,900

子会社 ニフティ㈱ 直接 100 役員の兼任
資金の寄託 5,000 流動負債

預り金 5,000

受取配当金 4,000 - -

（注）資金の貸付及び資金の寄託については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
(2)役員及び個人主要株主等

種類 氏名
議決権等の所有(被所
有)割合
(％)

関連当事者との関
係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

役員 野島 亮司 直接 0.3 当社取締役兼代表
執行役副社長

ストック・オ
プションの権
利行使
（注）１

172

(100,600株)
- -

資金の貸付
（注）２ 255 - -

資金の回収
（注）２ 255 - -

自己株式の取
得
（注）3

234 - -
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種類 氏名
議決権等の所有(被所
有)割合
(％)

関連当事者との関
係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
（百万円）

役員 福田 浩一郎 直接 0.1 当社取締役兼代表
執行役副社長

ストック・オ
プションの権
利行使
（注）１

58

(40,000株)
- -

資金の貸付
（注）２ 46 - -

資金の回収
（注）２ 46 - -

役員 温盛 元 直接 0.1 当社取締役兼常務
執行役

ストック・オ
プションの権
利行使
（注）１

11
(6,800株) - -

資金の貸付
（注）２ 11 - -

資金の回収
（注）２ 11 - -

役員 大嶽 友洋 直接 0.1 当社執行役
（注４）

ストック・オ
プションの権
利行使
（注）１

17
（10,000株) - -

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．2017年６月16日、2018年６月15日及び2019年６月14日開催の定時株主総会の決議により発行した会社法第236条、第

238条及び第239条の規定に基づく新株予約権（ストック・オプション）の権利行使であります。
２．資金の貸付については、ストック・オプションの権利行使によるものであります。なお、資金の貸付と回収は市場金利を勘

案して利率を合理的に決定しております。
３．自己株式の取得については、2022年２月15日開催の取締役会決議に基づき、2022年６月７日に自己株式立会外買付取引
（ToSTNet-3）により取得しており、取得価格は取引前日である2022年６月６日の終値によるものであります。
４．大嶽友洋は、2022年７月19日に当社執行役を退任しております。
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11．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,335円12銭
(2) １株当たり当期純利益 234円39銭
（注）当社は、2022年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。また、１株当
たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（当事業年度776千株）

12．追加情報
（財務制限条項）

連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。

13．重要な後発事象
（ストック・オプション）

連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。
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独立監査人の監査報告書
2023年５月24日

株式会社 ノ ジ マ
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
横浜事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 川 福 之
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 前 川 邦 夫

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ノジマの2022年４月１日から2023年３

月31日までの第61期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及び
取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視すること

にある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない
場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監 査 報 告 書

当監査委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第61期事業年度における取
締役及び執行役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとお
り報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査委員会は、会社法第416条第１項第１号ロ及びホに掲げる事項に関する取締役会決議の

内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び執
行役並びに使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明し、かつ、監査委員会が定めた監査委員会監査の基準に準拠し、当期
の監査方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連係のう
え、重要な会議等における意思決定の過程及び内容、主要な決裁書類その他業務執行に関する
重要な書類等の内容、執行役（及び主要な使用人等）の職務執行の状況、並びに会社の業務及
び財産の状況を調査しました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及
び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための
体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につき検討い
たしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

② 取締役及び執行役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重
大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容並びに取締役及び執行役の職務の執行につ
いても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月24日
株式会社 ノジマ 監査委員会

監 査 委 員 平 本 和 生
監 査 委 員 髙 見 和 徳
監 査 委 員 堀 内 文 子
監 査 委 員 柴 原 多

（注）監査委員 平本和生、髙見和徳、堀内文子及び柴原多は、会社法第２条第15号及び第400
条第３項に規定する社外取締役であります。

以 上
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第１号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由

当社及び子会社の事業活動の現状に則し、事業内容の明確化を図り、また、今後の事業展
開の多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）に事業内容を追加するものでありま
す。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）
現 行 定 款 変 更 案

（目的） （目的）
第２条 第２条
当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 （現行どおり）
１．（省略） １．（現行どおり）
２．通信機器（移動体通信機器を含む）、時計、カメ

ラ、宝石、貴金属、精密機器、光学機器、計量機
器、医療機器、コンピュータ機器、事務機器、家
具、日用雑貨品、衣料品、自動車、自動車部品、
自動車用品、自転車、スポーツ用品、日用大工用
品、園芸用品、肥料、レコード、楽器、玩具、書
籍、文房具、事務用品、健康器具、介護用品の販
売、付帯工事、修理及び技術指導

２．通信機器（移動体通信機器を含む）、時計、カメ
ラ、宝石、貴金属、精密機器、光学機器、計量機
器、医療機器、コンピュータ機器、事務機器、家
具、インテリア用品、寝装具、日用雑貨品、衣料
品、服飾雑貨、自動車、自動車部品、自動車用
品、自転車、スポーツ用品、日用大工用品、園芸
用品、肥料、レコード、楽器、玩具、書籍、文房
具、事務用品、健康器具、介護用品の販売、付帯
工事、修理及び技術指導

３．電気通信事業法に基づく電気通信事業 ３．電気通信事業法に基づく電気通信事業及び建設業
法に基づく電気通信工事業

４．～７．（省略） ４．～７．（現行どおり）
（新設） ８．商品管理代行業

８．（省略） ９．（現行どおり）
９．一般貨物自動車運送業及び倉庫業 10．一般貨物自動車運送業、貨物利用運送事業、貨

物取次事業、倉庫業及び貸倉庫業
10．～12．（省略） 11．～13．（現行どおり）
13．観劇券、鑑賞券、商品券、プリペイドカード等

の販売並びに委託取次業務、旅行業
14．観劇券、鑑賞券、商品券、プリペイドカード等

の販売その他前払支払手段の発行、販売、運営
及び管理業並びに委託取次業務

（新設） 15．旅行業
14．損害保険代理業務、生命保険の募集に関する業

務、消費者金融業
16．損害保険業、損害保険代理業務、自動車損害賠

償法に基づく保険代理業、生命保険の募集に関
する業務、消費者金融業
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現 行 定 款 変 更 案
15．～21．（省略） 17．～23．（現行どおり）
22．不動産の売買、賃貸、管理及びそれらの仲介 24．不動産の売買、賃貸、管理及びそれらの仲介並

びに清掃業
23．～26．（省略） 25．～28．（現行どおり）
27．清涼飲料水、健康飲料、ミネラルウォーター等

の製造、販売及び輸出入
29．清涼飲料水、健康飲料、ミネラルウォーター、

食料品等の製造、販売及び輸出入
28．（省略） 30．（現行どおり）
29．集金代行業、信用保証業、信用調査業、および

その他金融業務
31．集金代行業、信用保証業、信用調査業、国際送

金事業、金融商品取引業、外貨両替業務、金融
商品取引に関するコンサルティング、資産運用
に関する情報提供及びコンサルティング、金融
商品開発及び金融商品開発に係る調査研究その
他金融業務

30．（省略） 32．（現行どおり）
（新設） 33．医療・福祉事業
（新設） 34．託児所、保育所の経営
（新設） 35．交通誘導警備

31．～34．（省略） 36．～39．（現行どおり）
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第２号議案 取締役14名選任の件
現任の取締役14名全員が、本総会終結の時をもって任期満了となり、うち篠原二郎氏は退任

となります。つきましては、指名委員会の決定に基づき、新任１名を含む14名の取締役選任を
お願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

１

の じま ひろ し
野 島 廣 司

（1951年１月12日生）

1973年 ４月 有限会社野島電気商会（現当社）入社
1978年 ８月 当社取締役
1994年 ７月 当社代表取締役社長
2002年 ５月 当社代表取締役社長（ＣＥＯ）兼執行役員

管理統括本部長
2003年 ６月 当社取締役兼代表執行役社長（ＣＥＯ）

兼管理統括本部長
2005年 ５月 当社取締役兼代表執行役社長（ＣＥＯ）
2006年 ４月 当社取締役兼代表執行役会長（ＣＥＯ）
2007年 ６月 当社取締役兼代表執行役会長兼社長（ＣＥＯ）
2008年 ６月 当社取締役兼代表執行役社長（ＣＥＯ）（現任）
2015年 ３月 アイ・ティー・エックス株式会社取締役
2017年 ４月 同社代表取締役社長

ニフティ株式会社取締役（現任）
2019年 ３月 Courts Asia Limited Chairman,

Group CEO（現 Nojima APAC
Limited）(現任）

2020年 ６月 スルガ銀行株式会社取締役副会長
2021年 ５月 アイ・ティー・エックス株式会社取締役相

談役（現任）
10月 ＩＴＸコミュニケーションズ株式会社取締

役相談役（現任）
2023年 1 月 株式会社マネースクエアHD取締役（現任）

3 月 コネクシオ株式会社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
Nojima APAC Limited Chairman, Group CEO

2,808,200株
(171,782株)

（注4）

【取締役候補者とした理由】
野島廣司氏につきましては、当社及び当社グループ会社の取締役として、長年にわたり経営全般に

携わっており、当社グループの事業分野における豊富な経験と幅広い知見を当社グループの経営に活
かせるものと期待し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

２

の じま りょう じ

野 島 亮 司
（1979年１月24日生）

2005年 １月 株式会社イーネット・ジャパン入社
2008年 １月 同社代表取締役社長

10月 当社入社
2011年10月 当社ＩＴ戦略事業部長
2012年 ６月 当社執行役ＩＴ戦略事業部長
2013年 ６月 当社取締役兼執行役ＩＴ戦略事業部長
2014年 ４月 当社取締役兼常務執行役ＩＴ戦略事業部長
2015年 ３月 アイ・ティー・エックス株式会社取締役（現任）
2016年10月 当社取締役兼執行役副社長
2017年 ４月 西日本モバイル株式会社（現アイ・ティ

ー・エックス株式会社）取締役
株式会社アップビート取締役
ニフティ株式会社取締役

６月 ニフティ株式会社取締役副社長
2018年 ３月 当社取締役兼代表執行役副社長（経営全

般）（現任）
2019年 ６月 ニフティ株式会社代表取締役社長（現任）
2021年 ３月 ニフティ・セシール株式会社（現ニフティ

コミュニケーションズ株式会社）
代表取締役社長
株式会社セシール代表取締役会長（現任）

10月 ＡＸＮ株式会社代表取締役ＣＥＯ（現任）
株式会社ＡＸＮエンタテインメント代表取
締役ＣＥＯ（現任）
ＩＴＸコミュニケーションズ株式会社取締
役（現任）

2023年 ２月 ニフティコミュニケーションズ株式会社
代表取締役会長（現任）

3 月 コネクシオ株式会社取締役（現任）
株式会社マネースクエアHD取締役（現任）
[担当（委員）]
指名委員・報酬委員

（重要な兼職の状況）
ニフティ株式会社代表取締役社長
株式会社セシール代表取締役会長
ＡＸＮ株式会社代表取締役ＣＥＯ

327,400株
(12,059株)

（注4）

【取締役候補者とした理由】
野島亮司氏につきましては、当社及び当社グループ会社の取締役として、経営全般に携わっており、

IT・システム・物流管理部門・新規事業分野を中心とした分野における能力・知見及び組織運営経験
を当社グループの経営に活かせるものと期待し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

３

ふく だ こういちろう

福 田 浩一郎
（1970年５月６日生）

1994年 ４月 当社入社
2005年 １月 当社マーケティング本部ＭＫグループエリア長
2010年 ３月 当社店舗運営管理部第２ブロック長
2011年 ４月 当社店舗運営管理第二部長

６月 当社執行役店舗運営管理第二部長
2012年 ６月 当社取締役兼執行役店舗運営管理第二部長

10月 当社取締役兼執行役店舗運営管理部長
2014年 ４月 当社取締役兼執行役人事総務部長
2015年 ３月 アイ・ティー・エックス株式会社取締役
2016年 ８月 当社取締役兼執行役販買推進部長
2019年 ２月 当社取締役兼常務執行役家電AVソリューシ

ョン推進部担当
８月 当社取締役兼常務執行役家電AVソリューシ

ョン推進部長
2021年10月 当社取締役兼常務執行役商品ソリューショ

ン推進部長
2022年 ５月 当社取締役兼専務執行役商品ソリューショ

ン推進部長
2023年 3 月 当社取締役兼代表執行役副社長販買・商品

部門管掌（現任）

[担当（委員）]
指名委員（委員長）

156,200株
(127株)

（注4）

【取締役候補者とした理由】
福田浩一郎氏につきましては、当社の取締役として経営に携わっており、主に仕入れや商品戦略分

野と、店舗運営面における豊富な経験、能力及び組織運営、人事総務に関しての知見を当社グループ
の経営に活かせるものと期待し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

４

ぬく もり はじめ

温 盛 元
（1972年５月14日生）

1996年 ４月 当社入社
2005年 ４月 当社経営企画グループ長

６月 当社執行役
2007年 ２月 当社執行役管理本部人事総務統括兼総務

企画グループ長
６月 当社執行役人事総務部長兼総務グループ長

2011年10月 当社営業支援グループ長
2012年10月 当社営業開発部長
2013年 ５月 当社執行役営業開発部長
2014年 ６月 当社取締役兼執行役営業開発部長兼海外事業担当
2015年 ４月 当社取締役兼執行役営業開発部長
2017年10月 当社取締役兼常務執行役営業開発部長(現任）

[担当（委員）]
報酬委員（委員長）

117,600株
(3,589株)

（注4）

【取締役候補者とした理由】
温盛元氏につきましては、当社の取締役として経営に携わっており、営業支援及び店舗開発の分野

における知見、能力及び組織運営経験を当社グループの経営に活かせるものと期待し、取締役候補者
といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

5

くに い ひろ ふみ

國 井 弘 文
（1988年６月26日生）

2011年 ４月 当社入社
2013年 ５月 当社ユアエルム成田店 店長
2016年 ３月 当社販買推進部エリア長
2017年 ８月 当社販買推進部地区長代行
2018年10月 当社販買推進部地区長
2019年 ２月 当社販買推進部第二部長

８月 当社執行役販買推進部第一部長
2020年 ８月 当社執行役販買推進部長
2021年 ６月 当社取締役兼執行役販買推進部長（現任）

[担当（委員）]
指 名 委 員

12,000株
(1,020株)

（注4）

【取締役候補者とした理由】
國井弘文氏につきましては、当社の取締役として販売推進部門に携わっており、販売推進部門にお

ける知見、能力及び組織運営経験を当社グループの経営に活かせるものと期待し、取締役候補者とい
たしました。

６

やま ね じゅん いち

山 根 純 一
（1982年３月14日生）

2010年10月 当社入社
2011年11月 当社ＩＴシステム部
2017年７月 当社ＩＴシステム部開発グループ長
2020年６月 当社ＩＴシステム部長
2021年４月 当社執行役ＩＴシステム部長
2022年６月 当社取締役兼執行役ITシステム部長

（現任）

2,000株
(331株)

（注4）

【取締役候補者とした理由】
山根純一氏につきましては、当社の取締役として、ＩＴシステム部門に携わっており、ＩＴシステ

ム部門における知見、能力及び組織運営経験を当社グループの経営に活かせるものと期待し、取締役
候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

７

＊た じま ゆたか

田 島 穣
（1958年1月24日生）

1980年 ４月 三菱地所株式会社 入社
1994年 4 月 MEC UK Ltd. Director and General

Manager
2003年 4 月 Rockefeller Group International, Inc.

取締役副社長 兼 最高投資責任者
2008年 4 月 三菱地所株式会社 経営企画部長
2009年 4 月 同社 経営企画部長 兼 メック情報開発株

式会社（現 三菱地所 IT ソリューション
ズ株式会社） 代表取締役社長

2010年 ４月 三菱地所株式会社 執行役員 経営企画部長
2012年 4 月 同社 執行役員 ビルアセット開発部長
2013年 ４月 同社 常務執行役員
2016年 6 月 同社 執行役常務
2017年 ４月 同社 グループ執行役員 兼 三菱地所リア

ルエステートサービス株式会社 代表取締
役社長

2019年 ４月 同社 常務執行役員
6 月 同社 グループ執行役員 兼 丸の内熱供給

株式会社 代表取締役社長
2022年 7 月 当社 顧問 （現任）

自然電力株式会社 シニアアドバイザー
（現任）

10月 ニューシナジー・キャピタル・マネジメン
ト株式会社 取締役（現任）
株式会社FPG 取締役 （現任）

2023年 1 月 株式会社マネースクエアHD 取締役（現
任）
株式会社マネースクエア 取締役（現任）

4 月 コネクシオ株式会社 監査役（現任）

－
(－)

【取締役候補者とした理由】
田島穣氏につきましては、長年にわたり不動産業界において会社経営等で培われた豊富なビジネス

経験、知見、能力及び組織運営経験を当社グループの経営に活かせるものと期待し、取締役候補者と
いたしました。



― 78 ―

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

８

ひら もと かず お

平 本 和 生
（1945年10月16日生）

1969年 ４月 株式会社東京放送（現株式会社ＴＢＳホー
ルディングス）入社

1999年 ６月 同社報道局長
2003年 ６月 同社取締役
2005年 ６月 同社常務取締役
2008年 ６月 同社専務取締役
2009年 ６月 株式会社BS-TBS代表取締役社長
2014年 ６月 同社取締役会長
2016年 ６月 日本貸金業協会公益理事
2017年 ６月 株式会社ケーユーホールディングス社外取

締役
2018年 ６月 当社社外取締役（現任）
2021年10月 ＡＸＮ株式会社取締役（非業務執行）（現任）

株式会社ＡＸＮエンタテインメント取締役
（非業務執行）（現任）

[担当（委員）]
監査委員（委員長）
指名委員・報酬委員

2,000株
(ー)

【社外取締役候補者とした理由等】
平本和生氏につきましては、放送業界における会社経営等で培われた豊富なビジネス経験・知識等

を当社の経営に活かしていただくため、社外取締役候補者といたしました。同氏の当社社外取締役在
任期間は本総会終結の時をもって５年になります。なお、当社は、平本和生氏を、東京証券取引所の
定めに基づく独立役員として届け出ております。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

９

たか み かず のり

髙 見 和 徳
（1954年６月12日生）

1978年 ４月 松下電器産業株式会社（現パナソニック株
式会社）入社

1998年12月 同社電化・住設社経営企画室長
2002年 １月 松下冷機株式会社冷蔵庫事業部長
2004年 ６月 松下電器産業株式会社（現パナソニック株

式会社）ナショナルマーケティング本部長
2009年 ４月 同社常務役員ホームアプライアンス社社長
2012年 ４月 同社代表取締役専務、アプライアンス社社長
2015年 ４月 同社代表取締役副社長日本地域担当、CS

担当、デザイン担当
６月 株式会社エフエム東京社外取締役（現任）

2017年 ６月 パナソニック株式会社顧問
2018年 ３月 同社客員

６月 当社社外取締役（現任）
2019年 ３月 藤田観光株式会社社外取締役（現任）

６月 東京ガス株式会社社外取締役（現任）

[担当（委員）]
監査委員・指名委員・報酬委員

6,000株
(－)

【社外取締役候補者とした理由等】
髙見和徳氏につきましては、家電メーカーにおける会社経営で培われた豊富なビジネス経験・知識

等を当社の経営に活かしていただくため、社外取締役候補者といたしました。同氏の当社社外取締役
在任期間は本総会終結の時をもって５年になります。なお、当社は、髙見和徳氏を、東京証券取引所
の定めに基づく独立役員として届け出ております。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

10

やま だ りゅう じ

山 田 隆 持
（1948年５月５日生）

1973年 ４月 日本電信電話公社（現日本電信電話株式会
社）入社

2001年 ６月 西日本電信電話株式会社取締役設備部長
2002年 ６月 同社常務取締役ソリューション営業本部長
2004年 ６月 日本電信電話株式会社代表取締役副社長
2007年 ６月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（現

株式会社NTTドコモ)代表取締役副社長
2008年 ６月 同社 代表取締役社長
2014年12月 大阪大学ベンチャーキャピタル株式会社取

締役（現任）
2015年 ５月 一般社団法人総合研究フォーラム代表理事（現任）
2018年 ６月 株式会社NTTドコモシニアアドバイザー
2019年 ６月 当社社外取締役（現任）

[担当（委員）]
指名委員・報酬委員

－
(－)

【社外取締役候補者とした理由等】
山田隆持氏につきましては、通信業界における会社経営等で培われた豊富なビジネス経験、知識等

を当社の経営に活かしていただくため、社外取締役候補者といたしました。同氏の当社社外取締役在
任期間は本総会終結の時をもって４年になります。なお、当社は、山田隆持氏を、東京証券取引所の
定めに基づく独立役員として届け出ております。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

11

ほり うち ふみ こ

堀 内 文 子
（1966年６月21日生）

1989年10月 有限責任監査法人トーマツ入所
1993年 ３月 公認会計士登録
1996年 ７月 デロイトトーマツコンサルティング合同会社入社
1999年 ４月 ダイムラークライスラー日本ホールディン

グ株式会社入社
８月 公認会計士登録（現任）

2001年 ８月 KVH株式会社（現Coltテクノロジーサー
ビス株式会社入社

2005年 ２月 有限会社淡路会計事務所取締役
2006年 ９月 税理士法人トーマツ入所
2012年 ６月 税理士登録（現任）
2013年 ５月 ロバートウォルターズジャパン株式会社

入社
2014年 ４月 立野経営会計事務所入所
2016年12月 税理士法人MSAパートナーズ設立社員
2018年12月 同法人代表社員(現任）
2020年 ６月 当社社外取締役（現任）
2023年 1 月 株式会社マネースクエアHD監査役（現

任）

[担当（委員）]
監査委員・報酬委員

（重要な兼職の状況）
税理士法人MSAパートナーズ代表社員（注3）

－
(－)

【社外取締役候補者とした理由等】
堀内文子氏につきましては、長年にわたる税理士としての豊富な経験と会計税務に関する専門知識

を当社の経営に活かしていただくため、社外取締役候補者といたしました。同氏の当社社外取締役在
任期間は、本総会終結の時をもって３年になります。なお、当社は、堀内文子氏を、東京証券取引所
の定めに基づく独立役員として届け出ております。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

12

いけ だ まさ のり

池 田 匡 紀
（1957年２月22日生）

1979年 ４月 株式会社ニトリホールディングス入社
1999年10月 同社商品部ゼネラルマネージャー
2001年 ５月 同社取締役商品部ゼネラルマネージャー
2004年 ５月 同社常務取締役営業企画室長
2010年 ８月 同社常務取締役店舗運営部ゼネラルマネー

ジャー
2014年 ５月 同社専務取締役商品部マネージャー
2015年10月 同社専務取締役中国販売事業担当
2018年 ５月 同社専務取締役グローバル販売統括

８月 同社取締役副社長グローバル販売統括事業
部ゼネラルマネージャー

2020年 ３月 株式会社スリープセレクト特別顧問（現
任）

2021年 ６月 当社社外取締役（現任）

[担当（委員）]
指 名 委 員

－
(4,762株)

（注4）

【社外取締役候補者とした理由等】
池田匡紀氏につきましては、小売業における会社経営等で培われた豊富なビジネス経験と幅広い見

識等を当社の経営に活かしていただくため、社外取締役候補者といたしました。同氏の当社社外取締
役在任期間は、本総会終結の時をもって２年になります。なお、当社は、池田匡紀氏を、東京証券取
引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

13

しば はら まさる

柴 原 多
（1973年９月10日生）

1999年 4 月 東京弁護士会登録
ときわ総合法律事務所（現西村あさひ法律
事務所）入所

2008年 １月 西村あさひ法律事務所パートナー弁護士
（現任）

2018年 ４月 慶應義塾大学湘南藤沢キャンパス非常勤講
師（現任）

2022年 6 月 当社社外取締役（現任）

[担当（委員）]
監 査 委 員

－
(－)

【社外取締役候補者とした理由等】
柴原多氏につきましては、長年にわたる弁護士としての豊富な経験と法律に関する専門知識等を当

社の経営に活かしていただくため、社外取締役候補者といたしました。同氏の当社社外取締役在任期
間は、本総会終結の時をもって１年になります。なお、当社は、柴原多氏を、東京証券取引所の定め
に基づく独立役員として届け出ております。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

14

はやし ふみ こ

林 文 子
（1946年５月５日生）

1987年 ３月 ビー・エム・ダブリュー株式会社東京事業部
（現ビー・エム・ダブリュー東京株式会社）
入社

1993年 １月 ビー・エム・ダブリュー東京株式会社新宿支
店長

1999年 ２月 ファーレン東京株式会社（現フォルクスワー
ゲンジャパン販売株式会社）代表取締役社長

2003年 ８月 ビー・エム・ダブリュー東京株式会社代表取
締役社長

2005年 ５月 株式会社ダイエー代表取締役会長兼CEO
2008年 ５月 日産自動車株式会社執行役員

７月 東京日産自動車販売株式会社代表取締役社長
2009年 ８月 横浜市長
2014年 ４月 指定都市市長会会長
2022年 6 月 当社社外取締役（現在）

株式会社コーエーテクモホールディングス社
外取締役（現任）

－
(－)

【社外取締役候補者とした理由等】
林文子氏につきましては、販売業界における会社経営等と指定都市である横浜市の市長３期の任期

で培われた豊富なビジネス経験・知識や幅広い見識等を当社の経営に活かしていただくため、社外取
締役候補者といたしました。同氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって１年になり
ます。なお、当社は、林文子氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
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（注）１．*印は新任取締役候補者です。
２．各取締役候補者との間には特別な利害関係はありません。
３．重要な兼職先である法人等と当社の関係

税理士法人MSAパートナーズと当社との間には特別な関係はなく、取引規模は連結売上高の２％未満で
あります。

４．平本和生、髙見和徳、山田隆持、堀内文子、池田匡紀、柴原多、林文子の各氏は社外取締役候補者です。
５．上記「所有する当社株式の数」欄の（ ）内の数字は、2023年３月31日現在の役員持株会での持分であ

り、外数となっております。
６．社外取締役との責任限定契約について

① 当社は、社外取締役が期待される役割を十分発揮できるよう、現行定款において、社外取締役との間
で損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めており、現任の社外取締役である平本和生、髙
見和徳、山田隆持、堀内文子、池田匡紀、柴原多、林文子の各氏との間に責任限定契約を締結してお
ります。当該契約に基づく賠償責任の限度額は５百万円または法令の定める額のいずれか高い額であ
ります。

② 本総会にて平本和生、髙見和徳、山田隆持、堀内文子、池田匡紀、柴原多、林文子の各氏の再任が承
認された場合には、同様の契約を締結する予定です。

７．会社の役員等賠償責任保険について
当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者（当社の取締役：執行役及び主な
子会社の取締役、監査役）が負担することになる損害賠償請求がなされたことにより被る損害を、当該保
険契約により填補することとしております。
候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容での更新
を予定しております。
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取締役の候補者一覧

候補者氏名
当 社 に お け る

地位
および担当

当社取締役が有する知見・経験
企 業 戦 略
経 験
経 営 戦 略

営 業
販 買 戦 略

物 流
仕 入 人 財 開 発 IT・デジタル

ビ ジ ネ ス
財 務
会 計

法 務
リ ス ク
マネジメント

の じま ひろ し
野 島 廣 司 男性 再任 社内 取締役兼

代表執行役社長 ● ● ● ● ● ● ●
の じま りょう じ
野 島 亮 司 男性 再任 社内 取締役兼

代表執行役副社長 ● ● ● ●
ふく だ こう いち ろう
福 田 浩 一 郎 男性 再任 社内 取締役兼

代表執行役副社長 ● ● ● ● ●
ぬく もり はじめ
温 盛 元 男性 再任 社内 取締役兼

常務執行役 ● ● ●
くに い ひろ ふみ
國 井 弘 文 男性 再任 社内 取締役兼

執行役 ● ● ●
やま ね じゅん いち
山 根 純 一 男性 再任 社内 取締役兼

執行役 ● ●
た じま ゆたか
田 島 穣 男性 新任 社内 ― ● ● ●
ひら もと かず お
平 本 和 生 男性 再任 社外 独立 取締役 ● ● ●
たか み かず のり
髙 見 和 徳 男性 再任 社外 独立 取締役 ● ● ●
やま だ りゅう じ
山 田 隆 持 男性 再任 社外 独立 取締役 ● ● ● ●
ほり うち ふみ こ
堀 内 文 子 女性 再任 社外 独立 取締役 ● ●
いけ だ まさ のり
池 田 匡 紀 男性 再任 社外 独立 取締役 ● ● ● ●
しば はら まさる
柴 原 多 男性 再任 社外 独立 取締役 ●
はやし ふみ こ

林 文 子 女性 再任 社外 独立 取締役 ● ● ●

以上
＜ご参考＞

委員会委員就任予定者（2023年６月16日就任予定） ※委員長候補者
委 員 会 名 氏 名 ※は委員長

指 名 委 員 会 ※福田浩一郎、野島亮司、國井弘文、
平本和生、髙見和徳、山田隆持、池田匡紀

監 査 委 員 会 ※平本和生、髙見和徳、堀内文子、柴原多

報 酬 委 員 会 ※温盛元、野島亮司、田島穣、
平本和生、髙見和徳、山田隆持、堀内文子

以上
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第３号議案 ストック・オプションとして新株予約権を発行する件
会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社の取締役、執行役及び従業員並び

に当社子会社の取締役及び従業員のうち当社の取締役会が認めた者に対し、下記の要領にて、スト
ック・オプションとして新株予約権を無償で発行すること及び募集事項の決定を当社取締役会に委
任することにつき、ご承認をお願いするものであります。なお、新株予約権は無償で発行します
が、新株予約権者がその権利を行使する場合は、後記の行使価額の払込みが必要とな
ります。また、付与する新株予約権につきましては、原則として自己株買付からの自
己株といたします。

１．新株予約権を特に有利な条件で発行する理由
ストック・オプションとして新株予約権の発行を行うことにより、従業員の貢献意欲や
士気を高めることに繋がり、長期に渡り業績向上に大きく寄与いたしました。よ
って、引き続き企業価値向上に資すること及び上記目的を適切に達成するため特
に払込金額無償にて発行するものといたします。

２．新株予約権発行の要領
（１）新株予約権の割当を受ける者

当社の取締役、執行役及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員のうち当社の取締役
会が認めた者。なお、当社の取締役及び執行役への付与については、当社の報酬委員会の決
定に基づいて実施される予定です。

（２）新株予約権の目的である株式の種類及び数
本株主総会の委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権につき、当社普
通株式4,000,000株を上限とする。
ただし、下記(３)に定める付与株式数の調整を行った場合、新株予約権の目的である株式数
の上限は、調整後付与株式数に新株予約権の総数を乗じた数に調整されるものとする。

（３）新株予約権の総数
本株主総会の委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権につき、
40,000個を上限とする。
新株予約権１個当たりの目的である株式数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株
式100株とする。なお、付与株式数は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」とい
う。）後、当社が株式分割（普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う
場合は、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、当該時点で行使さ
れていない新株予約権の付与株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数につ
いては、これを切り捨てるものとする。
調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率
なお、上記のほか、当社が、合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」とい
う。）を行う場合、その他付与株式数の調整が必要な場合には、当社は、合併等の条件等を
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勘案のうえ、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
（４）新株予約権の発行価額

新株予約権の発行価額は無償とする。
（５）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権１個当たりの行使に際して出資される財産の価額は、その行使により交付を受け
ることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗
じた金額とする。
行使価額は、割当日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（取引が成立
しない場合は、それに先立つ直近日の終値）とする。
なお、割当日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。
① 当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割又は併合の比率
② 当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、又は自己株式を処分する場合は、次

の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるもの
とする。

調整後行使価額 ＝調整前
行使価額×

既発行
株式数＋ 新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価
既発行株式数＋新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自
己株式の数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」
を「処分する自己株式数」と読み替えるものとする。
③ 割当日後、当社が合併等を行うなど、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由

が生じたときは、合併等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を調整する
ものとする。

（６）新株予約権の権利行使期間
新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議日の翌日から３年を経過した日を始期とし
て、その後２年間とする。

（７）新株予約権の行使の条件
① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時におい

て当社又は当社子会社の取締役、執行役又は従業員のいずれかの地位を有しているこ
とを要する。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。

② 新株予約権の相続はこれを認めない。
③ 各新株予約権の一部行使はできないものとする。
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（８）新株予約権の取得の事由及び条件
① 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又は、

当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転計画書承認の議
案につき当社株主総会で承認された場合は、取締役会が別途定める日に、当社は、新
株予約権を無償で取得することができる。

② 当社は、新株予約権者が上記（７）に規定する行使の条件に該当しなくなったことに
より権利を行使できなくなった場合又は権利を放棄した場合は、新株予約権を無償で
取得することができる。

③ 当社は、いつでも、当社が取得し保有する新株予約権を無償にて消却することができ
るものとする。

（９）新株予約権の譲渡制限
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

（10）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関
する事項
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計

算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計
算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上
記①記載の資本金等増加限度額から①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（11）株式交換・株式移転時等の新株予約権の処理の方針等
当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（そ
れぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当
社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。)をす
る場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ず
る日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその
効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式
交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をい
う。以下同じ。）において行使されておらずかつ当社により取得されていない新株予約権
（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につ
き、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」
という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予
約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の
各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、
吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件
とする。
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① 交付する再編対象会社の新株予約権の数
新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記「（２）新株予約権の目的である株式の種類
及び数」等に準じて合理的に決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「（５）新株予
約権の行使に際して出資される財産の価額」③に従って定める調整後行使価額に、上
記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗
じて得られる金額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間
上記「（６）新株予約権の権利行使期間」の開始日又は組織再編行為の効力発生日のう
ちいずれか遅い日から、上記「（６）新株予約権の権利行使期間」の満了日までとす
る。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項
上記「（10）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及
び資本準備金に関する事項」に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧ 新株予約権の取得の事由及び条件
上記「（８）新株予約権の取得の事由及び条件」に準じて決定する。

（12）新株予約権の割当日
別途取締役会が定める日とする。

以上
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株主総会会場ご案内図株式会社ノジマ
2023年６月16日（金曜日）
午前10時（午前９時30分受付開始予定）

日　時 ランドマークプラザ５階　ランドマークホール
横浜市西区みなとみらい二丁目２番１号　　電話 （045） 222－5050

会　場

見やすいユニバーサル
デザインフォントを
採用しています。

● 駐車場のご用意はございませんので、お車でのご来場はご遠慮願います。
● 開会時刻間際には会場受付が大変混雑いたしますので、お早めにご来場くださ

いますようお願い申し上げます。
● 株主でない代理人およびご同伴の方など、株主以外の方は株主総会にご出席い

ただけませんので、あらかじめご了承くださいますようお願い申し上げます。
● 議決権行使をいただいた株主様には後日、心ばかりの品をお送りいたします。


